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第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月24日) 

 

   第 ４ 回   熊本県議会 決算特別委員会会議記録 

 

平成23年10月24日(金曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時39分休憩 

            午後１時０分開議 

            午後３時０分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第48号 平成22年度熊本県一般会計歳 

  入歳出決算の認定について 

 議案第53号 平成22年度熊本県立高等学校 

  実習資金特別会計歳入歳出決算の認定に 

  ついて 

 議案第57号 平成22年度熊本県育英資金等 

  貸与特別会計歳入歳出決算の認定につい 

  て 

 議案第63号 平成22年度熊本県のチッソ株 

  式会社に対する貸付けに係る県債償還等 

  特別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出席委員(13人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 守 田 憲 史 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 髙 木 健 次 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部                          

         部 長 谷 﨑 淳 一 

      政策審議監兼 

      環境政策課長 内 田 安 弘 

        環境局長 山 本   理 

      県民生活局長 田 中 彰 治 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 高 山 寿一郎 

    環境立県推進課長  田 代 裕 信 

      環境保全課長 清 田 明 伸 

      自然保護課長  小 宮   康 

     廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

    公共関与推進課長  中 島 克 彦 

  くらしの安全推進課長 松 山 昌 紹 

      消費生活課長 杉 山 哲 恵 

      首席審議員兼 

 男女参画・協働推進課長 中 園 幹 也 

    人権同和政策課長 清 原 一 彦 
 教育委員会 

         教育長 山 本 隆 生 

  総括審議員兼教育次長 岩 瀨 弘 一 

  総括審議員兼教育次長 阿 南 誠一郎 

        教育次長 松 永 正 男 

      教育政策課長 田 中 信 行 

      高校教育課長 瀬 口 春 一 

      義務教育課長 谷 口 慶 志 郎 

      学校人事課長 栁 田 誠 喜 

      社会教育課長 石 川 仙太郎 

    人権同和教育課長 川 上 修 治 

        文化課長 小 田 信 也 

      体育保健課長 城 長 眞 治 

      首席審議員兼 

        施設課長 後 藤 泰 之 

        政策監兼 
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    高校整備推進室長 山 本 國 雄 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 中 山   寛 

  首席審議員兼会計課長 田 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 山 中 和 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 益 田   洋

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     議事課課長補佐 濱 田 浩 史 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○藤川隆夫委員長 第４回決算委員会を開会

いたします。 

 それでは、これより環境生活部の審査を行

います。 

 まず、環境生活部長から総括説明を行い、

続いて担当課長から順次説明をお願いしま

す。 

 初めに、谷﨑環境生活部長。 

 

○谷﨑環境生活部長 おはようございます。 

 

○藤川隆夫委員長 着席でどうぞ。 

 

○谷﨑環境生活部長 恐れ入ります。 

 平成22年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、環境生活部関係につきまして、

その後の措置状況を御報告いたします。 

 御指摘をいただきました事項のうち「経理

事務の知識の不足やチェック体制の不備など

による旅費や報償費の支払い漏れや支払い遅

延について、組織として支払い手続きやチェ

ック体制の見直し等を徹底して行い、再発防

止を図ること。」という御指摘に関する措置

状況について申し上げます。 

 不適正経理の再発防止に関しましては、職

員研修等を実施するなど、引き続き職員の意

識改革の取り組みを行っております。また、

昨年度御指摘をいただいた支払い漏れや支払

い遅延に関しては、職員研修のほかに、環境

生活部の独自の取り組みとして、事業支出管

理表を作成し、事業担当班と経理担当班との

相互チェックを実施することで、組織として

事業の進捗及び支出状況の把握を行うことと

いたしました。 

 次に、「有害鳥獣捕獲が実施されているも

のの､イノシシなど獣類による農林産物の被

害が増大している。狩猟免許所持者が少なく

なり、狩猟者も高齢化していることから、農

林水産部と連携して効果的な被害対策を行う

こと。」という御指摘に関する措置状況につ

いて申し上げます。 

 狩猟免許に関しましては、昨年度から試験

日数を短縮し、さらに受験機会をふやすなど

の対策を行い、免許所持者が増加しておりま

す。また、有害鳥獣捕獲に関しましても、許

可期間延長等の規制緩和を行い、捕獲頭数の

増加の効果もあらわれているところでござい

ます。 

 さらに、本年５月には農林水産部経営局長

を座長とする熊本県農林業鳥獣被害対策プロ

ジェクト会議を設置し、環境生活部と農林水

産部が連携して各種対策を進めているところ

でございます。 

 次に、環境生活部の平成22年度決算概要に

ついて御説明を申し上げます。 

 当部の決算に関連します会計は、一般会計

及び熊本県のチッソ株式会社に対する貸付け

に係る県債償還等特別会計の２会計でござい

ます。 

 まず、これらの２会計を合わせた歳入の決

算状況でございますが、収入済み額は1,031

億2,500万円余で、調定額に対する収入率は9
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9.9％、収入未済額は36万円余でございま

す。 

 次に、２会計を合わせた歳出の決算状況で

すが、予算現額1,097億2,900万円余に対しま

して、支出済み額は1,081億3,100万円余で、

翌年度繰越額１億5,500万円余、不用額14億

4,200万円余となっております。なお、執行

率は98.5％でございます。 

 不用額の主な内容は、水俣病総合対策事業

において、療養費等の支給額が見込みを下回

ったことによる不用額等でございます。 

 以上が平成22年度決算の概要でございま

す。詳細につきましては、各課長が御説明い

たしますので、よろしく御審議のほどをお願

い申し上げます。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いいたします。 

 内田政策審議監。 

 

○内田政策審議監 政策審議監の内田でござ

います。環境政策課長を兼務しておりますの

で、私の方から御説明をさせていただきま

す。 

 まず、今年度の定期監査における公表事項

はございません。 

 続きまして、環境政策課の決算について御

説明いたします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、使

用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、３

ページの繰入金、諸収入及び４ページの繰越

金ともに不納欠損額及び収入未済額はござい

ません。 

 なお、２ページにあります一時金支払関係

支援費補助404億円余につきましては、水俣

病被害者救済に伴うチッソ株式会社の一時金

支払い支援に係る国庫補助金を一般会計で受

け入れたものに伴うものでございます。 

 続きまして、一般会計の歳出でございま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 総務費の計画調査費でございますが、これ

は平成21年度からの繰り越しのくまもとソー

ラー普及拡大事業でございます。不用額13万

9,000円は実績報告に伴う減でございます。 

 下段の衛生費の公害対策費、これは、職員

給与費のほか、環境センター運営事業など環

境政策を推進する事務事業でございます。不

用額2,460万円余は、補助金交付決定後に申

請者が事業を中止したことによる執行残及び

補助金交付確定に伴う減が930万円余、環境

センター運営事業において、平成23年度に施

設の大規模改修を行うことにより、22年度は

小規模修理を控えたことに伴う執行残が594

万円余でございます。それぞれ事務事業にお

ける経費節減等に伴う執行残が936万円余で

ございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ６ページの諸支出金は、後ほど御説明いた

しますけれども、チッソ株式会社に対する貸

付けに係る県債償還等特別会計への繰出金で

ございます。不用額８万8,000円は、県債借

り入れの利率の変動による不用額でございま

す。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 熊本県のチッソ株式会社に対する貸付けに

係る県債償還等特別会計でございます。 

 チッソ株式会社に関する金融支援につきま

しては、平成12年２月に閣議了解されました

抜本策に基づき支援措置が講じられており、

平成12年度から本特別会計において県債の約

定償還等を行っております。 

 まず、７ページの歳入でございますが、不

納欠損額及び収入未済額はございません。 

 内容について御説明いたします。 

 １つ目の上段、水俣湾堆積汚泥処理事業費

分担金及び負担金、これはいわゆるヘドロ県

債の償還元金及び利子に係る負担金として平
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成22年度にチッソから受け入れたものでござ

います。 

 ２つ目のチッソ貸付費、これはいわゆる患

者県債分でございまして、償還元金及び利子

に係る返済金として同じくチッソから受け入

れたものでございます。 

 下段３つ目の水俣病問題解決支援財団出資

金でございます。 

 これは、平成７年の政治解決に伴う一時金

県債の分でございます。県が財団を経由して

チッソに貸付けました一時金に関する県債の

償還元金及び利子に対する一般会計からの繰

入金でございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 ４つ目でございますが、支援措置費の国庫

支出金でございます。 

 チッソ支援の抜本策におきましては、毎年

度、県債償還額のうち、チッソの自力返済額

を除いた額、チッソからの返済不足額でござ

いますが、この分につきましては、その８

割、５分の４が国庫補助金として交付され、

残り２割、５分の１につきましては、県がい

わゆる特別県債を発行し、その元利償還金は

全額地方交付税措置がなされるということに

なっております。この国庫補助金は、平成22

年度に返済不足額の８割分として交付された

国庫補助金でございます。 

 次に、繰入金でございますが、これは過去

に発行いたしました特別県債の元利償還分と

して平成22年度に一般会計から繰り入れを行

ったものでございます。 

 下段の県債でございますが、これは返済不

足額の２割分として平成22年度に発行した特

別県債でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 一時金支払関係支援費の繰入金でございま

すが、これは、今回の水俣病被害者救済にお

けるチッソの一時金支払い支援のための国庫

補助金を一般会計から繰り入れたものでござ

います。 

 下段の県債ですが、同じくチッソの一時金

支払い支援に係る県債を借り入れたもので

す。国庫補助金と県債の割合は85対15とされ

ております。 

 10ページをお願いいたします。 

 特別会計の支出でございます。 

 上段の水俣湾堆積汚泥処理事業費は、いわ

ゆるヘドロ県債、下段のチッソ貸付費は、患

者県債に係ります元金及び利子償還金でござ

います。 

 11ページをお願いいたします。 

 上段の水俣病問題解決支援財団出資金、こ

れはいわゆる先ほど申しました平成７年の一

時金県債に関する元金及び利子償還金でござ

います。 

 下段の支援措置費の特別貸付金でございま

すが、これは平成22年度分の特別県債による

チッソへの貸付金でございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 上段の公債費でございますけれども、これ

は過去に発行いたしました特別県債の元利償

還金でございます。なお、不用額は、県債借

入利率の変動に伴うものでございます。 

 下段、一時金支払関係支援費、これは、今

回の水俣病被害者救済に伴うチッソの一時金

支払い支援のため、財団法人水俣・芦北地域

振興財団に対する出資金及びそれに係る一時

金県債利子償還でございます。 

 附属資料をおあけいただきたいと思いま

す。 

 最後に、繰り越しにつきまして附属資料で

御説明いたしたいと思います。 

 附属資料１ページをお願いいたします。 

 市町村地球温暖化対策推進事業でございま

すけれども、地域グリーンニューディール基

金を使いまして市町村がそれぞれの事業に行

ったものでございます。そのうち八代市分に

つきましては、東日本大震災の影響により、

太陽光発電設備建設のための資材入荷のおく

れにより翌年度へ繰り越したものでございま
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す。工事は完了し、現在精算手続中でござい

ます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課長の田

中でございます。 

 まず、定期監査の結果につきまして、公表

事項はございません。 

 それでは、説明資料の13ページの方をお願

いいたします。 

 まず、歳入についてでございます。 

 ２段目の国庫補助金でございますが、不納

欠損、収入未済はございません。予算現額と

収入済み額との差が４億2,000万円余ござい

ますが、これは被害者手帳などをお持ちの方

に医療費の自己負担分を支給する水俣病総合

対策事業の実績が見込みを下回ったことなど

により補助金が減ったためでございます。 

 次に、国庫委託金でございますが、不納欠

損、収入未済はございません。 

 諸収入につきまして、収入未済が20万5,00

0円でございます。これにつきましては、後

ほど附属資料の方で御説明をさせていただき

ます。 

 続きまして、15ページの方をお願いいたし

ます。 

 歳出でございますが、公害保健費につきま

しては、不用額が11億9,000万円余となって

おります。これは先ほど御説明いたしました

ように、医療費の支給実績が見込みを下回っ

たことなどにより生じたものでございます。 

 公害保健費のうち5,600万円余を繰り越し

ておりますが、これにつきましても後ほど附

属資料の方で御説明をいたします。 

 それでは、引き続きまして、恐縮でござい

ますが、決算特別委員会附属資料の２ページ

の方をお願いいたします。 

 まず、繰越事業でございます。 

 水俣病患者施設の医療福祉機能向上支援事

業でございます。 

 これは、認定患者の方々が入居しておられ

ます水俣市立明水園に患者の方とその御家族

が御一緒に入居できる家族棟などの整備を予

定しておりました。患者の方々の意見調整に

時間を要しましたことから5,600万円余を繰

り越しいたしております。なお、工事は本年

７月に完了し、供用を開始いたしておりま

す。 

 続きまして、６ページの方をお願いいたし

ます。 

 収入未済でございます。 

 ２の収入未済額の過去３カ年の推移の未収

金の種類のところに記載しております離島加

算過払金でございます。 

 これは、平成16年の最高裁判決で勝訴され

た原告の方に対しまして、治療促進事業とし

て、医療費の自己負担分や離島にお住まいの

方が離島外の医療機関を受診した際に１回当

たり500円の離島加算を支給いたしておりま

す。その加算を島内の医療機関を受診されま

した際にも支給してしまった結果、過払いが

生じたものでございます。過払いを受けられ

た方を訪問の上、返納をお願いいたしており

ます。 

 しかしながら、返納者の方はひとり暮らし

の高齢者でございまして、また、生活困窮の

ため、収入未済となったものでございます。

現状では、一括返納が非常に困難でございま

すので、昨年７月に分割返納のお約束をいた

だいております。これまで少しずつではござ

いますが、定期的に返納があっております。

今後も未収金の回収に努めてまいります。 

 以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

 

○高山水俣病審査課長 水俣病審査課長高山

でございます。 

 まず、定期監査の結果について、公表事項

はございません。 
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 それでは、資料の16ページをお開き願いま

す。 

 歳入でございますが、国庫支出金につきま

しては、不納欠損額、収入未済額ともにござ

いません。 

 上段の国庫補助金の予算現額と収入済み額

との差額が1,270万円余ございます。これ

は、その下の欄にございます水俣病の認定検

診や審査などの認定業務に要する経費につい

て、２分の１が交付されます公害健康被害補

償事業事務交付金の実績が見込みを下回った

ことなどにより補助金が減ったためでござい

ます。 

 次に、諸収入でございますが、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 続きまして、17ページをお開き願います。 

 歳出でございますが、下段の公害保健費に

つきましては、不用額が１億68万円余となっ

ております。これは先ほど御説明いたしまし

たように、水俣病認定検診等の事業実績が見

込みを下回ったことにより生じたものでござ

います。翌年度への繰越額はございません。 

 以上でございます。御審議よろしくお願い

いたします。 

 

○清田環境保全課長 環境保全課長の清田で

ございます。 

 定期監査につきましては、公表事項はござ

いません。 

 まず、歳入につきまして御説明いたしま

す。 

 説明資料の18ページから19ページをごらん

いただきたいと思います。 

 18ページの使用料及び手数料、国庫支出

金、それから19ページの繰越金、諸収入、い

ずれも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 歳入につきましては、以上でございます。 

 それから、歳出について御説明します。 

 20ページをごらんください。 

 まず、公害対策費でございます。 

 主な事業といたしましては、石綿健康被害

救済給付事業がございます。 

 これは、石綿による健康被害を受けた方

や、その遺族に対し、救済給付を行うために

環境再生保全機構に設置されました石綿健康

被害救済基金の方へ本県負担分を拠出するも

のでございます。平成９年度より行っており

ます。なお、予算額１億83万円余のうち、支

出済み額が9,866万円余で、不用額217万円余

が生じておりますが、これは執行残でござい

ます。 

 次に、公害規制費でございます。 

 主な事業といたしましては、大気汚染防止

法に基づきます県内36カ所の測定局におきま

して、大気汚染監視調査事業等に基づき、大

気汚染の常時監視を行っております。 

 予算額7,912万円余のうち、支出済み額が

6,877万円余、不用額が1,034万円余生じてお

りますが、これは大気汚染監視調査事業の入

札残等でございます。なお、今後も大気汚染

等の状況につきまして継続して把握していく

こととしております。 

 歳出は以上でございます。 

 環境保全課分の説明は以上でございます。 

 引き続きまして、旧水環境課分につきまし

て御説明をいたします。 

 現在、旧水環境課分につきましては、環境

保全課と環境立県推進課の２課で分担して担

当をいたしております。 

 まず、一般会計の歳入につきましては、資

料の21ページから23ページまでをごらんくだ

さい。 

 まず、21ページから22ページの国庫支出

金、それから22ページから23ページまでの繰

入金及び諸収入につきまして、いずれも不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 主なものを御説明申し上げます。 

 21ページの下の方から２段目、国庫支出金

の地域活性化交付金3,823万2,000円につきま
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しては、追加経済対策によります明許繰り越

しとして、23年度、今年度執行したものでご

ざいます。 

 それから、23ページをごらんください。下

から２段目でございます。 

 水道水監視項目検査費負担金でございま

す。 

 これにつきましては、水道事業者と共同で

実施しておりますダイオキシン類の水道水質

検査にかかります委託料が、当初の見込みよ

りも低額となったことにより、水道事業者の

負担金が減少したことによるものでございま

す。なお、すべての地点でダイオキシン濃度

は１ピコグラム、いわゆる１兆分の１グラム

ですが、大きく検査結果は下回っておりま

す。 

 歳入につきましては、以上でございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 24ページから26ページでございます。 

 まず、24ページの計画調査費でございま

す。 

 主な事業といたしましては、有明工業用水

道事業貸付金等がございます。不用残額279

万円余が生じておりますが、これは熊本の水

資源保全活用事業の調査委託料の入札残等で

ございます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 公害対策費でございます。 

 主な事業といたしましては、地下水位監視

事業がございます。不用額219万円余が生じ

ておりますが、これは地下水位監視業務委託

の入札残等でございます。 

 次に、公害規制費について御説明します。 

 主な事業といたしましては、河川、海域及

び地下水の水質環境監視事業がございます。

不用額が919万円余生じておりますが、これ

は水質調査委託の入札残等でございます。 

 次に、環境整備費を説明いたします。 

 主な事業といたしましては、市町村の水道

事業の認可や指導監督、個人の飲用井戸の衛

生対策としての水質調査等を行います上水道

費等がございます。不用額が436万円余生じ

ておりますが、これは先ほど歳入のところで

御説明いたしました熊本県水道水質管理計画

に基づきますダイオキシン類の水質検査や水

道未普及地域解消対策推進事業の入札残等で

ございます。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 有明工業用水道事業会計繰出金でございま

す。 

 工業用水道事業会計繰出金は、企業局が行

います有明工業用水道事業会計の企業債償還

金及び利子等に対する一般会計からの繰出金

でございます。不用額が217万円余生じてお

りますが、これは企業債の利息が見込みより

少額であったためでございます。 

 歳出は以上でございます。 

 それから、一般会計の繰越事業につきまし

て、附属資料をお願いしたいと思います。 

 附属資料の３ページでございます。よろし

くお願いします。 

 ３ページの本事業につきましては、国の追

加経済対策分としまして、平成23年２月議会

で補正をいただいた事業でございまして、保

健環境科学研究所の分析機器を更新するもの

でございます。受注生産品のため、年度内に

おける納期の確保が困難ということで、明許

繰り越しをさせていただいたものでございま

す。附属資料作成時点での進捗率は90％でご

ざいましたが、その後、すべての機器につい

て納品設置を完了し、稼働運用を開始しまし

たので、現在の進捗率は100％となっており

ます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○小宮自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 監査による公表事項はございません。 
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 説明資料の27ページをお願いいたします。 

 歳入についてでございますが、最上段の使

用料及び手数料、中段の国庫支出金、最下段

の財産収入ともに不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 中段の国庫支出金につきましては、予算現

額と収入済額の比較がマイナス187万6,000円

となっておりますが、これは備考欄に記載の

とおり２月補正で承認いただいたふるさと熊

本の樹木登録説明板整備事業を全額繰り越し

たためのものでございます。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございます。 

 ２段目の労働費の失業対策総務費につきま

しては、野生猿のモニタリング調査の経費で

ございますが、不用額68万1,000円余は入札

に伴う執行残でございます。 

 最下段の農林水産業費の鳥獣保護費につき

ましては、有害鳥獣対策や鳥獣保護センター

の管理運営等に要する経費でございますが、

不用額315万7,000円につきましては、シカの

生息状況の入札に伴う執行残及び特定鳥獣適

正管理事業の補助金額確定などに伴う執行残

であります。 

 29ページをお願いいたします。 

 上段の自然保護費の不用額240万8,000円で

ございますが、希少野生動植物保護対策事業

等の経費節減に伴う執行残であります。繰越

額227万7,000円につきましては、後ほど附属

資料で説明させていただきます。 

 下段の観光費につきましては、自然公園施

設の清掃管理や施設整備などに要する経費で

ございますが、不用額395万円につきまして

は、自然公園施設ソーラー化事業の入札に伴

う執行残及び自然公園利用事業等の経費節減

による執行残であります。 

 引き続きまして、附属資料４ページをお願

いいたします。 

 繰越事業でございますが、ふるさと熊本の

樹木登録説明板の補修整備につきまして、経

済対策として２月議会で承認いただいたもの

でございますが、調査、設計に時間を要し、

工期の確保が困難なために繰り越したもので

あります。現在の進捗率70％となっておりま

して、年内には完了する予定であります。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課長の加

久でございます。 

 初めに、定期監査の結果につきましては、

公表事項はございません。 

 次に、廃棄物対策課の決算につきまして、

資料の30ページから御説明させていただきま

す。 

 まず、歳入でございますが、使用料及び手

数料、国庫支出金及び31ページの財産収入、

繰入金、諸収入につきましては、不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 30ページの使用料及び手数料につきまして

は、予算現額と収入済み額との比較でマイナ

ス636万5,000円の差額がございますが、主な

理由は、産業廃棄物の収集運搬業の更新許可

等につきまして見込みより申請が少なかった

ためでございます。 

 次に、国庫支出金につきましては、予算現

額と収入済み額との比較でマイナス44万2,00

0円の差額がございますが、国庫対象となる

施設整備についての実績が少なかったためで

ございます。 

 次に、32ページをお願いします。 

 歳出について主なものを御説明いたしま

す。 

 総務費の一般管理費は、職員の時間外勤務

手当でございます。 

 次に、衛生費のうち、公害対策費は、職員

給与でございます。 

 次に、環境整備費についてですが、これは

当課が行っております廃棄物の適正処理や３

Ｒの推進、さらには公共関与推進などの事務
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事業に要する費用でございます。1,212万7,0

00円の不用額が生じておりますが、主に経費

節減や産業廃棄物適正処理事業の実施に伴う

検査業務などの入札に伴う執行残でございま

す。 

 以上、よろしく御審議をお願いします。 

 

○松山くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課の松山でございます。 

 初めに、定期監査の結果についてでござい

ますが、公表事項はございません。 

 それでは、説明資料の33ページからお願い

をいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

国庫支出金につきましては、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、34ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べでございます。 

 総務費の交通安全対策促進費は、交通安全

推進連盟等への補助や県民参加型による飲酒

運転根絶等特別啓発事業など、交通安全総合

対策の推進に係る経費でございます。不用額

130万円余は、市町村指導等の活動費でござ

います。指導奨励費等の経費節減に伴う執行

残でございます。 

 また、３段目にございます諸費でございま

すが、安全安心まちづくり等の犯罪抑止対策

や犯罪被害者等への支援に係る経費でござい

ます。不用額220万円余は、犯罪被害者等施

策に関する研修につきまして、内閣府との共

催で実施するなど国の事業を活用できたこと

及び犯罪の起きにくい安全安心まちづくり推

進事業等の経費節減に伴う執行残でございま

す。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 民生費の青少年育成費についてでございま

すが、これは、青少年健全育成に係る広報啓

発や熊本県少年保護育成条例の運用など、青

少年総合対策の推進に係る経費でございま

す。不用額210万円余は、有害興行や有害玩

具等指定に係る少年保護育成審議会の開催が

なかったことによる不用残及び少年保護育成

条例実施事業等の経費節減に伴う執行残でご

ざいます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○杉山消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 初めに、定期監査の結果についてでござい

ますが、公表事項はございません。 

 それでは、説明資料の36ページをお願いい

たします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、

繰入金、諸収入ともに不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 下から２段目にございます消費者行政活性

化基金繰入金は、消費者行政活性化基金の取

り崩しに係る繰入金でございますが、予算現

額に対して2,500万円余の減額を生じまし

た。その理由につきましては、市町村からの

補助金申請額が、その見込みより少なかった

ためでございます。 

 次に、37ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べでございますが、２段目

にございます民生費の消費者行政推進費は、

消費生活相談及び熊本県消費者行政活性化基

金を活用した市町村相談窓口の強化等に係る

経費でございます。 

 不用額3,300万円余は、歳入の部分で御説

明申し上げましたとおり、消費者行政活性化

基金を活用した市町村への補助金について見

込みより補助金申請が少なかったことによる

執行残や消費者意識啓発事業等における経費

節減に伴う執行残でございます。 

 また、３段目にあります農林水産業費の農

業総務費は、ＪＡＳ法等に基づく品質表示指

導や食の安全安心の確保等に係る経費でござ

います。不用額350万円余は、ＪＡＳ品質表
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示指導事業等における経費節減に伴う執行残

でございます。 

 なお、農業総務費に係る事業は、今年度か

らくらしの安全推進課に移管しております。 

 次に、４段目にあります商工費の中小企業

振興費は、貸金業法の施行に伴う貸金業者の

登録及び指導監督に係る経費でございます。

不用額100万円余は、経費節減に伴う執行残

でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課の中園でございます。 

 まず、定期監査での公表事項はございませ

ん。 

 次に、決算でございますが、資料の38ペー

ジから41ページをお願いいたします。 

 まず、38ページの歳入でございますが、使

用料及び手数料につきましては、収入未済額

は２件、計15万8,000円でございます。これ

は、くまもと県民交流館会議室使用料のキャ

ンセルに伴う未収金でございます。 

 附属資料の７ページをお願いいたします。 

 この未収金につきましては、文書及び訪問

等の催告を行うとともに、未収金解消に向け

た法的手段の検討のため、関係課と協議調整

を行い、未収金解消及び未収金発生防止に努

めているところでございます。なお、不納欠

損額はございません。 

 また説明資料の38ページにお戻りくださ

い。 

 国庫支出金の地域活性化交付金につきまし

ては、経済対策事業として２月の補正予算で

計上したものでございますが、入札等の調整

に時間を要し、やむを得ず繰り越しとなった

ものでございます。 

 国庫支出金及び財産収入につきましては、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 次に、40ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、総務管理費のうち諸

費の不用額387万円余につきましては、主に

ＮＰＯ活動担い手育成事業の執行見込み減に

伴う執行残でございます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 社会福祉総務費のうち、不用額657万円余

につきましては、主に印刷物発注や委託費の

入札等による執行残及びその他経費節減に伴

う執行残でございます。 

 次に、社会福祉施設費のうち、不用額364

万円余につきましては、主に女性一時保護所

の給食委託費入札に係る執行残及び一時保護

移送数の減による執行残でございます。 

 また、翌年度繰越額の3,824万円余につき

ましては、附属資料の５ページをお願いいた

します。 

 経済対策事業としまして、ＤＶ対策強化事

業及び一時保護所環境整備事業の２事業を２

月補正に計上しましたが、関係機関との調整

あるいは一般競争入札を実施するための期間

を要したために、翌年度へ繰り越しをしたも

のでございます。なお、ＤＶ対策強化事業に

つきましては11月、一時保護所環境整備事業

は来年３月には完了する予定でございます。 

 また、この事業につきましては、平成23年

度から健康福祉部子ども家庭福祉課に業務を

移管しております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○清原人権同和政策課長 人権同和政策課長

の清原でございます。 

 初めに、定期監査の結果につきましては、

公表事項はございません。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、国庫支出金及び諸収

入につきまして、不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 歳出につきましてですが、人権同和政策課
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では各種啓発事業を実施しておりますが、総

務費の総務管理費につきまして632万円余の

不用額が生じております。これは主に広報啓

発事業や研修、人材育成事業において経費節

減による執行残でございます。 

 以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課長

の田代でございます。 

 環境立県推進課は、新設課でございますの

で、決算についての御説明はございませんけ

れども、今年度の定期監査におきまして監査

結果公表事項が１項目ございますので、御報

告させていただきます。 

 御指摘の内容は、職員の交通事故等につい

て、「平成22年度に、公務外で職員の過失割

合が高い物損事故が２件発生している。ま

た、公務外で大幅な速度超過の交通法規違反

事件が１件発生している。職員の交通安全意

識の高揚を図るとともに、事故原因等に応じ

た具体的な交通事故及び交通違反防止対策を

講じること。」でございます。 

 改善措置につきましては、平成22年８月の

人事課主催の交通事故及び交通違反防止研修

会へ課の職員を含めまして部内全員が参加し

ましたけれども、12月に入りまして交通事

故、交通違反が続きましたので、部課長会議

が緊急に招集されまして、環境生活部長から

交通事故、交通違反防止のための所属長とし

ての心得について訓示が行われまして、それ

を受けて所属職員への注意喚起、目配りを行

っております。 

 今年度に入りましてからは、６月の部課長

会議におきまして、食事後の仮睡防止あるい

は助手席同乗者の役割についての注意などに

ついて話し合いまして、課内に周知するとと

もに、８月31日には部内研修会を２回開催し

ております。また、毎月の課内会議で交通事

故及び交通違反防止を注意喚起するととも

に、車で出張する職員には、その都度交通安

全の声かけを行っております。 

 今後も、交通安全意識を高め、常に時間に

余裕を持った行動を心がけるなど、防止対策

の徹底を続けてまいります。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で環境生活部の説明

が終わりましたので、質疑に入ります。質疑

はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 済みません。17ページ、水俣

病審査課の方ですね。 

 公害保健費の治療研究事業で３億4,000万

円ぐらい出ておりますけれども、これは公健

法の認定申請をして半年経過した人の医療費

だったと思いますけれども、昨年度で３億4,

000万円ということは、大体何人分ぐらいの

医療費なんですか。 

 

○高山水俣病審査課長 昨年度で、当初は3,

400名近く見込んでおりましたけれども、こ

としの23年度末現在では2,087名ということ

で実績が上がってきております。 

 

○守田憲史副委員長 マイクを向けてくださ

い。 

 

○高山水俣病審査課長 失礼しました。もう

一度お答えさせていただきます。 

 治研手帳保持者は減少しておりますけれど

も、当初は3,421名ほど見込んでおりました

けれども、実績としては2,087人が受診され

たということでございます。 

 

○鎌田聡委員 これは、認定申請されとっ

て、こういった審査会が開かれぬで、申請者

がどんどん滞留して医療費が膨らんできてい

たと思うんですけれども、現在はどうです

か。もう大分減ってきているんですか。今2,
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087名になっていますけれども、それからま

たぐっと減っているんですかね。 

 

○高山水俣病審査課長 対象者につきまして

は、ノーモア・ミナマタの訴訟関係で和解が

進んだりとか、あるいは特措法による救済が

進んでおりまして、そちらの方を選択される

方がふえておりまして、今現在で140名近く

の方にまで減少してきております。 

 

○鎌田聡委員 今は、140名ぐらいの方が、

この治療研究事業の対象ということで理解し

とっていいんですかね。 

 

○高山水俣病審査課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 それと、今でもやっぱり公健

法の認定申請者というのは出てきているんで

すか。 

 

○高山水俣病審査課長 今平均しますと、月

２名ちょっとの方々が新たに申請をされてき

ております。 

 

○鎌田聡委員 治療研究事業の額というの

は、今から減ってくるということで理解はし

とっていいと思いますけれども――はい、わ

かりました。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○岩下栄一委員 自然保護課ですけれども、

鳥獣保護センター、いろいろ存在意義を――

開館して20何年か知りませんが、25～26年で

すか。その存在意義を問う声も出ております

けれども、去年、入館者あるいは入場者はど

のくらいあったのか。それからまた、その中

で、小中学生というか、そういう人たちはど

のくらいいたのかということですけれども…

…。 

 

○小宮自然保護課長 鳥獣保護センターにつ

きましては、平成21年から企画提案型の公募

で業務委託をしておりますが、21年の段階

で、以前のいわゆる公共施設、皆さん方に見

ていただくといいますか、展示等を見ていた

だくような施設は一たんやめておりまして、

施設を全部改修いたしまして、いわゆる傷病

鳥獣を預かる施設として今運用しておりま

す。ちなみに、その運営の中で、昨年は960

個体、メジロであったり、スズメであった

り、ウサギであったり、タヌキであったり、

そういった鳥獣保護活動を今やっておりま

す。 

 

○岩下栄一委員 ああ、そうですか。本来、

愛鳥教育というか環境教育的な側面を持った

施設としてスタートしているんですね。それ

が内容が変質してきたということは残念だ

し、それなりにお金が出ているから何とか見

直しができないかなというのが一つあります

けれども……。 

 

○藤川隆夫委員長 今のに関して、小宮自然

保護課長、答弁ができれば……。 

 

○小宮自然保護課長 従来型の展示施設とし

ての維持管理がなかなか難しいというのがあ

りましたので、改めて21年からいわゆる鳥獣

保護という視点での施設として衣がえをした

ところでございますので、改めて元に戻ると

いうのはなかなか難しいのではないかという

ふうに思います。 

 

○岩下栄一委員 わかりました。どうも。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはございません

か。 

 

○城下広作委員 消費生活課の37ページです
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かね。 

 消費者行政活性化事業が、市町村が見込ん

でいる分より逆に少なかったということです

けれども、これは、県はこれだけ要るだろう

と思うけれども、市町村が余り手を挙げなか

ったという、一部挙げなかったという。この

辺は、県としては、市町村、それはよく理解

して必要だろうけれども、使ってないんじゃ

ないかという心配はないんでしょうかね。こ

れはどうでしょうか。 

 

○杉山消費生活課長 21年度から、国の活性

化交付金を活用しまして、基金造成しまして

市町村の補助事業を進めているところでござ

いますが、今、消費生活課としては、市町村

の相談窓口の整備に特に力を入れているとこ

ろでございます。その整備につきましては、

順調に整備進捗しているところでございまし

て、市町村につきましては、それなりに活用

はいただいているというふうに理解しており

ます。 

 ただ、この残が生じました理由につきまし

ては、今申しました相談窓口の整備につきま

して、特にハード整備の方が結構費用がかか

るという部分がございまして、年度途中に急

に例えば消費生活センター等を設置したいと

かといって手を挙げられる市とか出てまいり

ますので、その分ある程度余裕を持って計上

しているということから、この残額が生じた

という、そういう理由がございます。 

 

○城下広作委員 いろいろと消費行政には、

いろんな心配とか相談をしたいけれども、例

えば市町村に相談する場所が、ある意味では

個人情報とか保護を守れないからなかなか相

談しにくいと、そういうところでハードをや

りたいんだけど、その辺のお金がないから今

回やめとこうというようなことも意外とあっ

ているんじゃないかとは思うんですけれど

も、どうでしょうかね。 

 

○杉山消費生活課長 少なくとも今現在、先

ほど申しましたように基金がございますの

で、一応市町村の要望についてはすべてこた

えられるような状況にはなっております。 

 

○城下広作委員 市町村もお金がないから、

やりたいけどなかなか自分の手出しの分は遠

慮して、なかなか難しいということでやめて

いる分も結構あると思います。わかりまし

た。 

 もう１点いいですか。 

 

○藤川隆夫委員長 はい、どうぞ。 

 

○城下広作委員 これは男女参画の分です。

41ページ。 

 例の繰越明許で上がっている分のＤＶ対策

事業、入札の原因でおくれているというんで

すけれども、意外とこれがおくれると困って

いるという状況があるけれども、仕方なく延

長になっている。この辺の影響はどうなんで

しょうか。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 今の分は、

ＤＶの……。 

 

○城下広作委員 そうそう、繰り越しになっ

ている部分で、済みません――入札でおくれ

ているでしょう。これで影響があるのかない

のかということです、簡単に言えば。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 女性相談セ

ンター、これは配偶者暴力相談支援センター

を兼ねておりますけれども、ここの空調の設

備の整備、これは22年度の年度末に予算がつ

いた関係で入札等の執行ができなかったとい

うことで繰り越しをしている分でございま

す。特に、今入っている方のいろんな相談業

務とか一時保護に関する業務には影響はござ
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いません。 

 

○城下広作委員 はい、了解です。 

 

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。ほかに

は。 

 

○鎌田聡委員 済みません。38ページの県民

交流館の使用料の未納の分ですね。たしか県

民交流館は支払いはそのとき払わなんだった

と思うんですよね、パレア。何でこういった

未収金が生じているのかがちょっとわからな

いので、教えてください。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 熊本県民交

流館パレアの会議室の使用料は、これは原則

前納となっております。基本的に窓口で現金

払いということになっておりますけれども、

県外等の遠隔地につきましては、納入通知書

による支払いというのを認めているというこ

とでございます。 

 この２件につきましては、平成17年度、こ

れは福岡県の１件、もう１件は平成18年度に

東京都の１件ということで、納入通知書を発

行した後に現在も支払いがあっていない分が

収入未済ということで上っているところでご

ざいます。 

 

○鎌田聡委員 何で県外だけそういったふう

に現金払いさせないんですかね。その考え方

として、県民交流館なら県民がそういうふう

に後払いでちょっと融通のきくとはわかるば

ってんですよ、県外の人たちが後払いになっ

ていて、結局未収になっとるとはちょっとお

かしいかなと思うんですけれどもね。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 原則窓口で

の現金払いということでございますけれど

も、県内でも遠隔地にある方につきまして

は、現在納入通知書による支払いを認めてお

ります。 

 また、昨年の４月から指定管理に移行して

おりますけれども、指定管理の方でも、希望

があれば、郵送等の申し込みで支払いもそう

いった振り込みでできるようにしているとい

うことでございます。 

 

○鎌田聡委員 振り込みでできるなら、今は

県内の方も支払いは振り込みでできるという

ことですか。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 希望がござ

いますと、それはできます。 

 

○鎌田聡委員 ただ、もう何年前ですか、５

～６年前のやつがまだ入ってこないというの

は、やっぱりかなり問題だと思いますし、特

に県外の方がこういうふうなルールを守らな

いということは問題だと思いますので、少し

県外の人に対するやり方を考えないと、これ

に対してまた催告したりとか、そういった費

用もかかってくるわけなので、ちょっとやり

方を改善しないと、これまずいんじゃないで

すかね。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 年間5,000

件ほど申し込みがございます。そのうち、納

入通知書を発行する県外の方は、大体300件

ほどございます。パレアがオープンして、も

う10年以上になりますけれども、その間かな

りの件数、納入通知書等発行しておりますけ

れども、たまたまこの未収金として上がって

いるのが２件ということでございますので、

ほかのほとんどは、そういった県外で納入通

知書を発行してもきちっと処理ができている

ということでございます。 

 今後とも、こういった未収金等がないよう

に、きちっと指定管理者とともに協議をしな

がら進めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 
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○鎌田聡委員 ぜひ、今後こういうことがな

いようにお願いしたいと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 今の点について、私から

も。 

 この２件については、具体的にどういうよ

うな対策をとったのかだけ。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 これまで、

電話であるとか、あるいは文書催告をしてお

りました。昨年の決算委員会で御示唆をいた

だきまして、東京事務所あるいは福岡事務所

があるから、職員を派遣して訪問して催告し

たらどうかというような意見がございまし

た。たまたま出張で東京都あたりに行く予定

がありましたので、依頼をいたしましたけれ

ども、まだなかなか理解を得られていないと

いうことで現在まで残っていると。 

 したがいまして、裁判所への支払い督促を

含めた法的手段というのを一応念頭に置いて

解決をしようということで、今、この債権の

性質であるとか、あるいは債権の効力等につ

いて、法的な所管課であるとか、あるいは弁

護士等に相談をしているということで、必要

な場合は、それは取れないということになり

ますと、法的にきちっと処理ができるように

検討したいというふうに考えております。 

 

○藤川隆夫委員長 ぜひ、この２件に関して

取り漏れがないようにしていただきたいとい

うふうに――これが正式に県からパレアの使

用料として取れるのであれば、きちっと取っ

てもらわなきゃいけないと思いますので、そ

れをぜひやっていただきたいと思います。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 この債権の

性質等いろいろ協議する中で、もう６年たっ

ておりますので、公の債権でありますと、５

年間の消滅時効というふうにかかってきます

ので、その辺の不納欠損の処理ということも

念頭に置いてこれを処理することになるかな

というふうには考えております。取れる分に

ついては努力をしたいというふうに思ってお

ります。 

 

○藤川隆夫委員長 わかりました。ほかに

は。 

 

○松岡徹委員 幾つか伺いますので、ひとつ

よろしくお願いしたいと思います。 

 まず、５ページの温暖化対策関係ですが、

温暖化対策推進法に基づく地方公共団体の実

行計画ですね。それから、区域の地域性に応

じた総合的かつ計画的な施策の策定という

か、これは今どの程度までなっているのかと

いうのと、温室効果ガスの排出量ですけれど

も、90年比で現状はプラスどのくらいにまで

なっているのかなと。マイナスになっておれ

ばいいんですけど。それから、大量排出事業

者との温室効果ガス対策では、どういうよう

な取り決めといいますか、対策を打たれてい

るか。その３点について伺いたいと思いま

す。 

 

○田代環境立県推進課長 地球温暖化対策に

つきましては、本年度から環境立県推進課の

方で担当しておりますので、環境立県推進課

の方で答えさせていただきます。 

 まず、地方公共団体の実行計画、それから

全体的な計画的な推進につきましてでござい

ますけれども、ことしの３月に議会の方で承

認をいただきました第４次の環境基本計画が

ございますけれども、この中に地球温暖化対

策というところを位置づけておりまして、こ

の環境基本計画の中で、県としての実行計画

を盛り込んでいるというようなことでござい

まして、計画的に進めていくというふうなこ

ととしているところでございます。 

 それから、ＣＯ2の排出量につきましてで
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ございますけれども、1990年、平成２年度比

で、これは新しい数値がなかなか出てきませ

んけれども、平成20年度の数字でいいます

と、プラス１％、熊本県ではプラス１％とい

うことで、22年度までの目標が６％削減でご

ざいますので、目標まではまだ到達してない

という、７％ぐらいの開きがあるというよう

な状況でございます。 

 それから、大量排出者に対します対策でご

ざいますけれども、大量排出者に対しまして

は、昨年の３月に議決いただきました地球温

暖化の防止に関する県条例の中に大規模事業

者については計画書を提出しなさいといった

ようなことを設けております。大規模な排出

者、エネルギーの使用者、それから大規模な

従業員を抱えているところ、それから一定規

模以上の延べ床面積を持っている事業所の新

増設、こういったところにつきましては、Ｃ

Ｏ2の排出削減計画を出させる、あるいはエ

コ通勤の計画書を出させる、あるいは建築物

のＣＯ2対策の計画書を出させるという義務

づけを行っておりまして、大体見込んでおり

ました大規模事業者さんは提出をしていただ

いて、その結果は、県のホームページの方に

こういう計画書が出されましたと公表してお

ります。 

 

○松岡徹委員 第１番目の質問で私が聞きた

かったのは、地方公共団体で実行計画をつく

るとなっているわけだね、法律では。以前調

べたのでは、すごく48市町村の中で少なかっ

たんですよ。改善するというお話を聞いとっ

たのでね、それを100％つくっているのかな

と。まず、その地方公共団体が県民に先駆け

て実行計画をつくっていろいろ努力するとい

うことが必要だから、その点を伺ったんで

す。 

 

○田代環境立県推進課長 県内市町村におき

ましては、100％市町村実行計画をつくって

いらっしゃるということでございます。 

 

○松岡徹委員 つくっているわけですね。 

 それから、水俣病関係で13ページの歳入の

メチル水銀に係る健康影響調査研究事業委託

業務、これは何に使われているわけですか

ね。 

 

○田中水俣病保健課長 国庫委託金でござい

ますけれども、先ほどちょっと御説明をいた

しましたが、平成16年の最高裁判決で勝訴を

なされた原告の方々に対しまして、その方々

が病気やけが等で通院をされた場合のその医

療費の自己負担分等を支給いたしておりま

す。 

 

○松岡徹委員 そうすると、メチル水銀に係

る健康調査研究事業というのとは大分違う感

じがしますけれども、どんなですか。 

 

○田中水俣病保健課長 今毎月たくさん請求

がございまして、そのレセプト等の方を持っ

ておりますけれども、実際、申しわけござい

ませんが、具体的な研究のところまでは着手

をいたしておりません。 

 

○松岡徹委員 少しその角度を変えてちょっ

と聞きますけれども、ノーモア裁判の結果

で、地域外の人たちのいわゆる救済率という

か、が大体７割ぐらい、それから1969年11月

以降の出生者の場合、これもいわば除かれて

いるわけですけれども、基本的には。一定の

条件で対象者とか、そういうようなことも、

この間あってると思うんですね。そこら辺の

ところの県としての判断ですね。一応対象地

域とか出生年月で区別するというふうに――

これは私としてはよろしくないと思うんだけ

れども、なっている。しかし、ノーモア裁判

なんかの原告救済では、かなり幾つかの疫学

的なものを加えてすくい上げる面があったわ
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けですよね。その辺の中身、判断はいかがな

ものでしょうか。 

 

○田中水俣病保健課長 特措法の申請につき

ましては、一応水俣、芦北、それから津奈

木、御所浦、龍ヶ岳町が対象地域というふう

になっております。ただし、それ以外の地域

の方につきましても御申請をいただくことは

可能でございます。そして、御申請をいただ

きました後には、チッソが排出をしたメチル

水銀に汚染をされた魚介類を多食されたかど

うか、そこにつきまして直接御本人の方から

お話を伺い、それから必要な魚介類を多食し

たということをもし裏づける資料等がござい

ましたら御提出をいただいて、それで総合的

に判断をさせていただくようにしておりま

す。決してそれらの方を要するに頭から排除

するということでやっておりません。 

 それから、昭和44年以降のお生まれの方に

つきましては、これも国の閣議決定に記され

ておりますように、過去に高濃度のメチル水

銀の暴露を受けた、汚染を受けたという客観

的なデータが、まずあるかないか、へその緒

とか毛髪の高い値を示すデータがあるかどう

か、それを確認させていただいた上で、ま

た、ヒアリング等によって、その原因等を把

握して、総合的に判断をさせていただくとい

うふうになっていると理解をしております。 

 

○松岡徹委員 それで、今課長がおっしゃっ

た点は非常に大事なことで、いわゆるその点

では適切だと思うんですよ。それで、ここで

健康調査と出ているから言うんだけど、要す

るにちゃんとした検診をやる、そして疫学的

なものをきちっとつかむと……。 

 

○藤川隆夫委員長 松岡委員、いいですか。

この事業の内容を、もう一回最初にちょっと

説明してくれぬですか、この今質問のあって

いる。先ほどの話だと、平成16年度の裁判に

勝訴された方々の医療費というふうなこと

で、この事業を組み立てられたというふうに

聞いて、事業費はそれで間違いないのか、そ

してそれ以外のこと、名前はこうなっている

けれども、実際はそうなのか、研究までを含

めているのかどうか、ちょっと……。 

 

○田中水俣病保健課長 それでは、改めて御

説明させていただきます。 

 平成16年度の最高裁判決で勝訴が確定した

原告の方、それからもう少し細かく言います

と、熊本２次訴訟で福岡高裁までこれは行っ

て判決が確定をしておりますが、その原告で

あった方、合わせて現在30名でございます

が、その方々に対しまして、通常医療機関に

受診をされた場合、保険適用になります診療

あるいは投薬行為に対しまして、通常でした

ら３割の自己負担分を私どもは払いますが、

その分につきまして、これは被害者手帳とは

別にまた手帳をお出ししておりますので、そ

の手帳を窓口で御提示いただきますことによ

って自己負担分を御本人は払わなくてもい

い、それが回り回って県の方に請求があっ

て、それを支払うという制度でございます。

この医療費等の支払う費用等のみでございま

して、お尋ねがありました研究等につきまし

ては、まだ着手ができておりません。 

 

○藤川隆夫委員長 それに関しては、ほかの

ところでやるのか、それとも、要はこの予算

の中に組み込まれているのか組み込まれてい

ないのか、ちょっと教えてほしいんですけれ

ども。 

 

○谷﨑環境生活部長 一応この事業名称とい

うのは、国の方が、先ほど言いましたよう

に、国庫委託金ということで100％国が出し

ております。この事業につきましても、メチ

ル手帳――我々、そういう関西訴訟の勝訴原

告の方々に対する医療手帳を発行しています
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が、それをどういうふうに活用していくかと

いうことで、その趣旨のもとに、この調査研

究事業ということの名称で事業名称がなされ

ているものと思っておりますので、基本的に

それをどういうふうに、あとレセプトを国の

方で御活用されるかということについては、

ちょっと我々としても今のところ関知してな

いところではございます。 

 

○藤川隆夫委員長 以上のことを踏まえて、

松岡委員。 

 

○松岡徹委員 それで、これで見ると、熊本

県が以前47万の不知火海沿岸住民の健康調査

というのを提案したことがあって、それ自体

は現にそのままあるわけですよね。ですか

ら、今田中課長がおっしゃったように、その

地域外や出生年月のいわばライン以外でも救

済をしているわけだから、私は、やはり本当

にこの名称どおりで行くならば、メチル水銀

の影響にかかわる健康調査を全般的にやると

いうことが必要だと思っていますし、それに

かかわる費用かなと思って聞いたわけです

よ。 

 

○藤川隆夫委員長 どうも今は趣旨が違うみ

たいなんですね。 

 

○松岡徹委員 その点は、１つ要望しときま

す。 

 委員長、次に20ページのアスベストですけ

れども、さっきの趣旨はわかったんですが、

建築産業従事者の方が大変な不安を持ってら

っしゃるわけですよね。そこら辺のいわば掘

り起こしといいますか、把握といいますか、

対策といいますか、というのは、どんなふう

に県としては認識されて対処されているのか

なというのをちょっと伺いたいと思います。 

 

○清田環境保全課長 先生お尋ねのいわゆる

解体に伴います石綿の把握ということでござ

います。 

 これにつきましては、まず、第一義的には

建設リサイクル法で解体というのが１つござ

います。それと、もう一つは、最近東北でご

ざいました東北大震災によって、災害によっ

て建物が崩れて出てくるというのもあると思

います。両方につきまして、建設リサイクル

法につきましては届け出を土木の方でしてい

ただいていますので、そういった把握と、そ

れからうちの環境保全課としましては、そう

いった解体があるときは、場所に出向きまし

て、測定をして、安全かどうかを確認して仕

事を進めております。 

 

○松岡徹委員 解体もだけど、以前は、もう

ある面ではやりばなしアスベストを使って仕

事ばしとんなるわけですよ。アスベストの被

害というのは、すぐ出るというわけじゃなく

て、御承知のようにかなりたってから出るわ

けですね。今、ある程度年齢がたった建設産

業従事者の方は、その不安をお持ちなんです

よ。そこをどう救い上げるかという問題です

ね。 

 

○清田環境保全課長 済みません。ちょっと

違う答弁をしてしまいまして、先生お尋ねで

ございます石綿の関係は、先ほどの19ページ

ですね。その一番下の方に石綿健康被害救済

給付業務委託ということで、先ほど申し上げ

たいわゆる歳出の面では毎年被害救済基金の

方へ金を出しておりまして、それを受けて業

務委託をうちが受けております。 

 最近は、件数的には少ないですけれども、

ここで19ページの一番下の中でちょっとわか

りにくいんですけれども、石綿健康被害救済

給付業務委託費、それから公用車更新に係る

環境対策で合わせて12万9,000円ぐらいの収

入が上がっているわけですが、下の方につい

ては、エコカー減税に伴いまして12万5,000
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円が収入として上がって、残り4,470円が、

これは給付業務委託の中で相談等を受けたと

きに国からいただける数字でございまして、

１件当たり1,490円で、22年度については３

件御相談があっております。 

 こういう流れで、うちの方としましても相

談窓口を設置しておりまして、いろんな相談

がございましたときは各保健所もあわせてし

っかり話を聞いて基金の方につなげていきた

いというふうに思っております。 

 

○松岡徹委員 これは建設業界あたりとも協

議していただいて、もっと強化を健康福祉の

方とも連携してやっていただくようにお願い

したいと思います。 

 28ページの鳥獣被害の問題ですけれども、

県のホームページを見ますと、かなり伸びと

ったのが少し下降ぎみにあるというようなグ

ラフになっとるようですけれども、これで鳥

獣被害対策はすごく専門性が要ると。素人で

は、やっぱり動物の特性とか、イノシシの特

性とか、それがありますからね。 

 兵庫県の場合は、兵庫県森林動物技術セン

ターというそういうのをつくって、専門の担

当者を、いわば専任の研究者ですね、技術

者、そういうのを核にして施策を具体化して

いるというふうに何かで読んだことがあるん

ですけれども、そういう体制は熊本県にはあ

るのかなというのと、電気さくを設けます

ね。この前僕は阿蘇の方に行ってきたんです

けれども、個人の設置とか山間部の小規模な

ところは何か全額自己負担という話を聞いた

んだけど、そうなのかな、なかなか大変だな

というのと、老朽化網の更新は補助はないと

いうお話を聞いたんですけれども、熊本の場

合はそういうふうになっているのかなと。 

 それから、非常にここの関西圏でもあるよ

うに、この問題は農業、林業にとっても極め

て重大な問題だけど、一昨年の事業仕分け

で、こういうのは国ではなくて自治体でやる

べきだということで、09年度は28億あったの

が10年度、平成22年度には22億7,000万円に

減っとるわけですね。そういうのは県の予算

でもやっぱり減ってるのかなと。そうする

と、さらにそれが23年度はふえるようになっ

たのかなと。問題はますます重要になってい

るけれども、国の方は事業仕分けで減らせと

言って減らしたと、それじゃ困るというのが

実態じゃないかと思うんですけれども、そこ

ら辺の点についてちょっと伺いたいと思いま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 今４点ぐらいあったかと

思いますけれども、小宮自然保護課長、簡潔

にお願いします。 

 

○小宮自然保護課長 最初の専門家のお話で

ございますが、現在熊本県でやっております

のは、特に専門家という、いわゆる何とか研

究センターとかそういう専門家ではなくて、

猟友会、いわゆる日ごろから狩猟に携わって

いる方々……。 

 

○松岡徹委員 民間のね。 

 

○小宮自然保護課長 はい、民間ですね。そ

ういう方々にお願いして、シカやイノシシに

ついては年間５回ぐらいの講習会を開いたり

して、くくりわらであったり、その技術的な

技法について普及活動をやっているというの

が現状でございます。 

 それと、先ほど電気さくのお話がございま

した。基本的には、これは農業関係のいわゆ

る侵入防止さくということでございまして、

当方環境部でやっておりますのは、鳥獣保護

法に基づきます有害鳥獣捕獲といった形で、

捕獲の方に今支援策をちょっと講じていると

いうことでございますので……。 

 

○松岡徹委員 農水の方だね。 
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○藤川隆夫委員長 自治体の費用の問題と県

予算に関してどうなったか。 

 

○小宮自然保護課長 費用額の国の措置でご

ざいますが、これも基本的には農林水産業の

ものでございまして、現在……。 

 

○松岡徹委員 委員長、それは農水の方で聞

きますね。 

 

○藤川隆夫委員長 そこで聞いていただけれ

ば……。 

 

○松岡徹委員 済みません、もう１点よかで

すか。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはなかですよね、

間に。 

 

○松岡徹委員 43ページの人権同和の関係で

すけれども、人権同和で団体補助金問題はあ

りますけれども、それ以外に、いわゆる知事

部局関係で、どのくらいああいう研究集会と

か大会に何人ぐらい行っとるのかと、費用は

どのくらいかかるのかという点が１点です

ね。 

 それと、関連して、以前私は取り上げたこ

とがあるんですけれども、この同和問題の場

合、33年下の道徳法の時期に18兆円のお金を

つぎ込んで相当改善してきて、いわゆる最後

の壁と言われた結婚の問題でも、いわば域外

結婚ですね。地区外との結婚が大体９割、以

前僕が調べたので87.2％とか、高校進学率で

はもう98.4％とかになっているわけですよ。 

 ですから、やっぱり同和のあり方は、もう

特別措置法も廃止になって法体系そのものが

ない中で、団体補助金はかなり出して、そし

て研修にどのくらい行っているのかなと。そ

の補助金の額と、それ以外に、どのくらいの

人が学習会に行って、費用はどのくらい使っ

ているかということについてお聞きしたいん

ですけど。 

 

○清原人権同和政策課長 まず、団体主催の

研修会への参加ということでございますけれ

ども、人権問題に関する職員の研修というの

は、人事課の必修研修等で行っておりますけ

れども、それ以外に団体が実施する研修とい

うものも非常に有意義であるという見地から

職員を参加させております。平成22年度につ

きましては、年間で約210名ぐらいが参加し

ております。 

 費用につきましては、大体参加料、資料代

というのが3,000円前後かかりますので、60

万とか70万あたり、積算はしておりませんけ

れども、そのぐらいの金額ではないかと思っ

ております。 

 

○松岡徹委員 そうすると、地域外結婚率で

すね。それから、高校進学率とか、そういう

新しいデータはありますか。一番直近のでは

どのくらいになりますか。 

 

○藤川隆夫委員長 清原人権同和政策課長、

わかりますか。 

 

○清原人権同和政策課長 結婚率について、

今新しいデータはございませんが、結婚問題

につきましては、意識調査等で県民の意識を

把握しているところでございますけれども、

平成16年度に実施しました人権に関する県民

意識調査では、もし子供の結婚相手が同和地

区と呼ばれる地域の人とわかった場合どうす

るかという問いに対して、否定的な回答が3

7.5％あったというような状況で、なお結婚

問題を中心に差別意識というのは根強く残っ

ているものと考えております。 

 

○藤川隆夫委員長 あと進学率の話も、もし
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わかれば。 

 

○清原人権同和政策課長 進学率……。 

 

○藤川隆夫委員長 じゃあ、あれだったら後

で松岡先生に教えてもらえればと思います。 

 

○松岡徹委員 見せてもらう中身で、進学率

と意識調査じゃなくて実際の地域外の結婚率

ね。僕が以前つかんだので87.2％というのが

あるんだけど、それ以後のやつがあれば、ま

た後日教えていただければいいです。 

 

○藤川隆夫委員長 そういうことで、この補

助金に関しては徐々に県の方でも減らしてき

ているというふうに考えております。今後の

見通しに関しても、その流れというふうに理

解してよろしいか、ちょっとお教えくださ

い。 

 

○清原人権同和政策課長 運動団体の補助金

につきましては、県の財政健全化計画あるい

は財政再建戦略に沿って毎年10％程度年々削

減しておりまして、一番交付額が多かった時

期に比べますと47.2％ほど削減して現在に至

っている状況でございます。 

 今後につきましては、団体の活動状況、あ

るいは県の財政状況を見ながら検討してまい

りたいと考えております。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには何かありません

か。 

 

○髙木健次委員 各課にわたることなんです

けれども、不用額ですよね。不用額を生じた

理由は、入札に伴う執行残とか、経費節減に

伴う執行残とか、いろいろあると思うんです

よね。 

 ただ、入札に伴う執行残、例えばこの25ペ

ージのいろいろな対策費あたり、残ったから

我々は安くできたんだなという感覚と、経費

節減と言うたもののやっぱりやりたい事業が

いろいろ忙しかったりやれなかった、それゆ

えに残ったとか、聞こえは非常にいいんだけ

れども、原則的に不用額というのは余り残し

たらおかしいんですよね。 

 ですから、そういう面で、各課あたりで

も、やりたくてもやれなかったとか、これは

やっとけばよかったとかいう反省する点も多

々あるんじゃないかなと思うんですね。です

から、そういうことを含めて、部長でもいい

ですから、その辺の見解ですよね。ちょっと

聞かせていただけたらと思いますけれども。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません、じゃあ各

課にわたるものですので。 

 一応この入札に伴う執行残であるとか、あ

るいは業務改善に伴う執行残であるとか、経

費節減ということでやっております。これは

まあうちの財政健全化の一環として、できる

だけ予算を有効活用したいということでやっ

ておりまして、入札に伴う執行残というのは

どうしても出てまいりますけれども、少なく

とも私どもとしては、入札の条件の中に私ど

もの方でやりたいこと、つまり政策の中でど

うしても必要なことについてはきちんと条件

の中に織り込んで入札に参加していただいて

いますし、結果的には入札残という形で出て

まいりますけれども、私どもとしては各課と

もそれぞれの要望に沿った入札ができている

ものと考えております。 

 

○髙木健次委員 事業は、みんなそうだろう

と思います。ただ、しかし、やっぱり余り大

きく残れば、積算とか見積もり等の甘さもあ

るんじゃないかなと我々も思うわけですね。 

 それと、さっき言ったように、経費節減に

よる執行残、これも非常に耳ざわりはいいん

ですけれども、じゃあ極端に言えば、そうい

うことはないと思うけれども、職務怠慢でで
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きなかったとか、そういう部分もあるやに見

えるわけですよね、幾らかは。ですから、そ

の辺は十分やっぱりまた各課と連携をとりな

がらやってほしいというふうに思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員 各課及び各部署に言えるこ

とと思いますが、決算を見てわかりますよう

に、すべての時間外手当ですね。時間外手当

のすべてが不用額がゼロです。これについて

は幾つかのことが考えられるわけですが、１

つ目はいわゆるサービス残業ですね。サービ

ス残業があっていることによってゼロという

ことになっておるのかが１つと、もう一つ

は、予算が余るということは、過去に昔あっ

ていたんですけれども、消化してしまわない

と来年度予算が減額される可能性があるから

全部使ってしまえと、今はないと思うんです

けれども、そういった発想も過去にはあった

わけですが、そういったことが２点。 

 もう１つ、最もベストと思えるのは、残業

手当がもうことしは要らないから２月議会あ

たりで補正減してゼロにする、そういったや

り方があると思うんですが、この残業手当す

べてがゼロというのはどういったふうに理解

すればいいのかが１点です。 

 それと、もう１点は、髙木先生と関連する

わけなんですが、いわゆる不用額でかなりパ

ーセンテージが高いのがあります。金額は別

として、例えば34、35ページの諸費とか青少

年育成費ですか、こういったものについては

３割、４割が不用額と出ております。金額は

小さいんですけれども、それはすべて先ほど

おっしゃったように経費節減になっているん

ですね、理由が。これは本当に経費節減でこ

ういったすばらしい決算ができるならば、本

県の財政再建はかなり見通しが明るいと思い

ますが、この経費節減だけなのか、ほかにも

う少し理由があったのかについてが２点目で

す。 

 もう１点は、委員長、監査委員の人に質問

していいんですか。 

 

○藤川隆夫委員長 監査委員には、あれば構

わないとは思いますけれども。 

 

○田代国広委員 これだけじゃないんです。

全体的なことでちょっと……。 

 

○藤川隆夫委員長 全体的なこと……。 

 

○田代国広委員 決算委員会の全体的なこ

と、消耗品についてです。 

 

○藤川隆夫委員長 答えられるですか。(｢御

質問の内容がちょっと」「内容次第」と呼ぶ

者あり)ちょっと言って答えられるかどうか

……。 

 

○田代国広委員 この資料ですね。監査委員

として監査されるわけですが、これ２部あり

ます、同じものが。これは31日にもここであ

りますが、またこれを持ってきて、ここでま

たこれが行われるわけですが……。 

 

○藤川隆夫委員長 環境とはちょっとずれて

……。 

 

○田代国広委員 全体的なもの、それは関係

ないですよ。監査委員として、そういった指

摘と申しますか、私は……(発言する者あり) 

 

○藤川隆夫委員長 その件はちょっと違う場

面で考えたいと思います。 

 先ほどの件について、よろしいですか、環

境生活部長。ちょっと全体にかかわるけん、

ちょっと違うかもしれぬけれども、何かわか

る部分で。 

 

○谷﨑環境生活部長 今の田代委員の方から
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の御質問は、ちょっとこういうことで理解し

てよろしいですか。 

 一応ここに書いてあります時間外手当につ

いては、全部大体執行済みです。サービス残

業等の話がございました。これについては、

サービス残業等についての実態ということで

は、ちょっと私も明確にはその委員会での御

議論だろうと思っていますが、今私どもで一

番大きいのは水俣病の業務、それから公共関

与に当たっている職員の業務あたりがありま

すが、こういった業務については、昨年度の

状況を見ますと、特配といって特別に時間外

手当が不足した場合は人事課からの配当がご

ざいます。それを受けて時間外手当に充てて

いるというところもございまして、基本的に

は大体時間外に見合う時間外手当というのは

出されているものと認識しておりますが。 

 

○藤川隆夫委員長 この件については、全体

にかかわることなので、できればこの場じゃ

なくて取りまとめのときとか何かのときに事

前に話して、どういうふうな見解なのかとい

うのを聞かれた方がいいかと思いますので、

この場ではちょっとその話はこの決算にはそ

ぐわないと思いますので、その場面を設けて

やりたいと思いますので、そこはもういいで

す。 

 ほかには何かありませんか。 

 

○田代国広委員 もういっちょあったでしょ

うが。理由は経費節減だけなのかというとた

い。 

 

○松山くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課松山でございます。 

 35ページのところで委員の方から御指摘が

あったかと思います。金額の多寡にかかわら

ず不用額が多いんじゃないかという御指摘だ

ったかというふうに思っております。 

 この青少年育成費でございますけれども、

今回不用になりましたところは、先ほど私の

方で説明をしましたとおり、少年保護育成審

議会等の開催がなかったということで、いわ

ゆる報酬、旅費等の金額でございます。 

 この少年保護育成条例実施事業は待ち受け

的な事業でございまして、有害興行・映画の

申請であるとか、あるいは有害玩具等に少年

保護育成条例で規制する必要があるという御

指摘等をいただいたときに委員会、審議会を

開催して、その可否を決定するという事業で

ございます。 

 22年度につきましては、そのような指定が

なかったと。みなし指定といいまして、条例

の方で審議会を開かずとも有害興行等の指定

ができるという場面もございますけれども、

そちらの方は適時やっておりますので、審議

会等の開催がなかったということでの不用残

等がこのように多くなったというところでご

ざいます。 

 

○藤川隆夫委員長 田代委員、よろしいです

か。 

 

○田代国広委員 今の説明を聞きますと、経

費節減というか、いわゆる当初予定していた

事業がなかったという点があるわけですよ

ね。 

 

○松山くらしの安全推進課長 ほかにも事業

費等の節減はございますので、あわせた形で

そのような表記をさせていただいておりま

す。 

 

○田代国広委員 経費節減は、これはもう各

すべての課にとって必要でございますから、

事業の実施をやめるということについてはい

ささか検討しなきゃならぬと思いますが、い

ずれにしても、経費節減が今回の予算の中で

大きなウエートを占めておるというふうに理

解していいわけですね。 
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○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○池田和貴委員 済みません、環境立県推進

課の監査結果公表事項の件についてお尋ねを

いたします。 

 職員の交通事故等についてということで、

こういう指摘事項があることが私は非常に珍

しいことなんじゃないかなというふうに思う

んですが、事故が多発をしております。そう

いう人たちが集まってきているというわけじ

ゃないんでしょうけれども、ただ、監査で指

摘をされたということは、やっぱりそれなり

の私は意味があるんだと思うんですね。これ

は、もしかして同一の方、同じ方が全部され

てるとかということじゃないんですよね。別

々の方ですか。 

 

○田代環境立県推進課長 同一の人間ではご

ざいません。中身的には、公務外というふう

にここに書いてありますように、私用で例え

ばコンビニの駐車場からバックで出るときに

後方不確認だったというようなこと、あるい

は右折時に一たんとまってたんだけけれど

も、右から来た自転車にちょっと気づくのが

おくれてちょっとペダルのところを破損して

しまったという物損、それともう１件は、こ

れは重要だと思いますけれども、かなり速度

超過が大きい、30キロ超えの事件があったと

いうようなことで、これは全く――日曜日だ

ったんですけれども、自分で自主的に講演会

に行くときにちょっと急いでしまったという

ところで追い越し車線をかなりの速度でとい

う、ちょっとこういったものが昨年度後半に

立て続けて起こったという状況もございまし

て、指摘をいただいたことというふうに理解

しております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。事故等につ

いては、人間がやっていることですから不可

抗力の事故が全くゼロということはございま

せんので、そういった意味ではだれでも事故

を起こす可能性は秘めている。ただ、それを

低くするために安全の意識を徹底するという

ことが大事だろうということだと思いますの

で、これをいい機会にしっかりと皆さん方で

やっぱり交通安全の意識を高めるようにして

いただければというふうに思っております。 

 先生、もう１件いいですか。済みません。 

 環境生活部の中の大きな目標として、先ほ

ど松岡委員の方からもございましたが、温暖

化防止というのは今大きなやつの一つだろう

というふうに思うんです。その中で、例えば

温暖化防止の中で森林の吸収に対するパーセ

ンテージというのはかなり大きいんですよ

ね。それで森林の整備を進めるというところ

がございます。 

 そういったことは、もう議会の中でも議論

されておりますが、この紙ですね。きょう用

意をしていただいている紙、これは間伐材を

利用した紙とか木になる紙、これは鎌田先生

も御質問されましたが、そういったものを使

ってらっしゃいますかね。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 こういった紙につきましては、リサイクル

ペーパーといいますか、古紙の回収率の何パ

ーセント以上というものしか県庁の方では使

わないようにしておりますので、紙として一

番最初はバージンパルプでつくられたと思い

ますけれども、県庁で使うときにはこういっ

た紙は必ず古紙で使うというようなのがもう

基本としておりますので。あと、例えば表彰

状とかそういったものもなるべくグリーン調

達をしておりますけれども、そういう特別な

場合のみバージンパルプを使っているという

ふうなことございます。 

 

○池田和貴委員 これは、古紙混入というこ
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とで、リサイクルを進めるためにこういった

ものを使っているという目的を持って使われ

ていると思うんですね。だから、これが策定

されたときにはリサイクルに対しての意識を

持つことが大事だったんですが、それが決め

られた後には、やはりその温室効果ガスの防

止に向けてということも、新たな目標とし

て、これを調達するときから新たな目標が出

ていると思うんですよ。そういった意味で

は、そこは一回決めたからずっとやってます

ということじゃなくて、そういった目標に合

わせて適宜割合を変えるとか、そういったこ

ともぜひ考えていただきたいと思います。 

 できれば、このペットボトルも、私思うん

ですが、カートカンという間伐材を使った入

れ物にある飲み物もあるんですよね。例え

ば、環境を考えるこういった会であれば、こ

ういうペットボトルももちろんいいんです

が、これも地産地消という意味では「森のく

まさん」でいいんですが、ちょっと違うとこ

ろでも考えてしていただければというふうに

思います。 

 これは、済みません、要望でございます。 

 

○岩下栄一委員 環境保全課ですけれども、

水道未普及地域解消事業とありますけれど

も、昨年はどのくらい解消されたんですか。

また、今県内の上水道普及率といいますか、

十分ですか。 

 

○清田環境保全課長 まず、25ページの下の

方に掲載がございます水道未普及地域解消対

策推進事業、これについて、まず簡単に御説

明いたします。 

 これにつきましては、実際山鹿と美里町で

今調査を開始しているところでございます。

これにつきましては、例えば水質調査、それ

から実態調査、どの辺に水源があって、その

水質はどうなのかというのを、約200カ所等

も含めて地元市町村と連携して対応している

ところでございます。現在まだ進めていると

ころでございまして、連携しながらやってい

きたいと思います。 

 それから、水道関係の普及状況ですけれど

も、ちょっと出します。済みません。 

 

○岩下栄一委員 後でいいです。 

 

○藤川隆夫委員長 今の件は後でよろしいで

すか。 

 

○岩下栄一委員 後でいいです。 

 もう一つですけれども、ＧＨＱの指導で水

道法というのができたのが今から50何年前。

それで、塩素で消毒を続けてきたけれども、

今県内の水道はやっぱり塩素で消毒している

わけですかね。 

 もう１つ、これは水質の問題ですけれど

も、ここに水質のいろんな調査がやられてい

ることはこれは好ましいことで、地下水の保

全ということについては、知事が３つの宝で

すか、熊本の持つ豊富な地下水ということで

ありますけれども、いろんな調査で硝酸性窒

素というのが昨年のいろんな調査でも出まし

たけれども、硝酸性窒素の害がどんな害があ

るかよくわかりませんが、化学的な知見とい

うのはまだ明らかになってないけれども、こ

れは公表というのはどんな形で公表している

んですかね。 

 

○清田環境保全課長 この水質調査報告につ

きましては、毎年度すべてのデータを取りま

とめまして県議会にも報告しておりますし、

実際これが22年度取りまとめました結果を毎

年把握しながら御提供しております。 

 あわせて、ホームページも載せております

し、先生がおっしゃいました硝酸性窒素につ

きましても継続して地域別等も含めて把握し

ておりまして、今回地下水保全条例の改正に

向けてそういったデータも活用させていただ
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いているところでございます。 

 それから、水道普及率は20年度末で85.9％

になっております。 

 

○岩下栄一委員 あと15％は、水は天からも

らい水というやつですかね。でもない。山水

とか、いろんな……。 

 

○清田環境保全課長 地域別に０％のところ

もございます。 

 

○岩下栄一委員 はい、わかりました。 

 委員長、最後に。 

 地下水は、熊本の売りなんですね。それ

で、まあいろんな含有物とか硝酸性窒素とか

の報告がなされるけれども、それ以上に対策

をちゃんとしているということをアピールし

ていかないと、せっかくの売りの地下水が―

―岐阜県と熊本県でしょう、地下水のおいし

いところは、また安全なところは。そういう

点を一応要望としてお願いしておきます。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

 なければ、以上で環境生活部の審査を終了

いたします。 

 これより午後１時まで休息をいたします。 

 御苦労さまでした。 

  午前11時39分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時０分開議 

○藤川隆夫委員長 それでは、委員会を再開

いたします。 

 まず、教育長から総括説明を行い、続いて

担当課長から順次説明をお願いします。 

 初めに、山本教育長。着席で構いません。

どうぞ。 

 

○山本教育長 座らせていただきます。 

 それでは、平成22年度決算の説明に先立ち

まして、前年度の決算特別委員会におきまし

て御指摘いただきました施策推進上改善また

は検討を要する事項等のうち、教育委員会関

係につきまして、その後の措置状況を御報告

いたします。 

 決算特別委員長報告第４の１「収入未済の

解消については、例年の指摘にかかわらず、

取り組みが不十分である。一部体制整備を図

り、法的手続に移行するなど改善の跡も見受

けられるものの、全体としては債務者個々の

状況把握など債権管理が不十分であると言わ

ざるを得ず、歳入の確保、負担の公正・公平

の観点から今後さらに改善すべき問題であ

る。取り組み方等をはじめ各部局が縦横の連

携を密にして、債権管理を徹底し徴収の強化

を図るとともに、収納が見込めないものにつ

いては、所要の措置を講じること。」及び第

４の14「育英資金貸付金や地域改善対策高等

学校等奨学資金貸付金等の未収金解消は以前

に比して一部改善されているが、滞納者の所

在、就労の状況、返済の意思などについて徹

底した調査を行い、それらの詳細な分析に基

づき具体的な未収金対策を講じること。」に

ついて御説明をいたします。 

 教育委員会の関係課における連携強化につ

きましては、筆頭課である教育政策課も含め

た関係課による情報交換等を行う協議の場を

設け、さらなる連携強化を進めて教育委員会

全体として未収金対策に努めております。 

 育英資金貸付金につきましては、平成22年

度から専属の係を新設し、未収金対策の強化

に取り組んでおります。訪問を中心とした催

告から、文書、電話を中心とした催告へと切

りかえ、滞納者との接触率を高めるととも

に、滞納が発生した場合は、本人だけでなく

保証人に対しても直ちに電話催告を行い、滞

納状態の早期解消に努めました。また、所在

不明となった者につきましては、速やかに住

民票照会を行い、所在を確認するなど債権管

理の徹底を図っております。 

 定時制通信制修学奨励資金貸付金につきま

 - 26 -



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月24日) 

しては、長期未接触者が多かったことから、

平成22年度に事実関係の再確認・整理を行

い、所在が確認できない事案については、本

人や保証人等の住所照会を行うなどして台帳

を整理いたしました。これをもとに個々の事

案ごとに対応方針を整理し、この方針に沿っ

て未収金回収に取り組んでいるところです。 

 なお、長期滞納者につきましては、法的措

置を講じることとし、育英資金貸付金につい

ては、241人について支払督促申立を実施

し、債務名義を取得した事案については、強

制執行の申し立てを行い、判明した給与等財

産の差し押さえを行うことにより未収金の回

収を行っております。また、定時制通信制修

学奨励資金貸付金についても、裁判所への支

払督促申立を行っております。 

 スクールカウンセラー報酬等返還金につき

ましては、債務者が、平成21年５月から精神

疾患のため通院中で就業しておらず収入がな

い状況でございます。このため、平成22年度

は、自宅及び主治医訪問等により、生活状

況、病状等の把握を行いました。その後、同

居する家族の協力により、毎月少額ですが一

部納入されるようになりました。今後も、本

人の状況を確認しながら、未収金の回収に努

めてまいります。 

 地域改善対策高等学校等奨学資金貸付金に

つきましては、関係市町村教育委員会等を通

じて、未納者への催告強化や分納誓約書の徴

収及び分納指導等の働きかけを行っておりま

す。 

 また、未収金特別対策として、関係市町村

の担当者と共同して、未納者に対する個別訪

問を実施し、生活状況等を把握した上で、状

況に応じた返還指導等を行い、未収金の解消

に取り組んでおります。 

 次に、平成22年度熊本県一般会計及び特別

会計の歳入歳出決算のうち、教育委員会関係

の概要につきまして御説明いたします。 

 歳入は、一般会計、特別会計を合わせた予

算現額366億4,687万6,000円に対しまして、

調定額369億7,561万7,000円、収入済み額367

億6,621万1,000円、不納欠損額15万3,000

円、収入未済額２億925万3,000円、収入率9

9.4％となっております。 

 歳出は、一般会計、特別会計を合わせた予

算現額1,587億6,538万6,000円に対しまし

て、支出済み額1,555億9,821万円、翌年度繰

越額20億3,091万7,000円、不用額11億3,625

万9,000円、執行率98.0％となっておりま

す。 

 繰越事業は、主な内容といたしまして、県

立特別支援学校施設整備事業、永青文庫推進

事業、県立高等学校施設整備事業等となって

おります。年度内に整備をすることが困難で

ありましたために繰り越したものでございま

す。 

 以上が教育委員会関係の平成22年度の決算

概要でございます。 

 なお、詳細につきましては、各課長からこ

の後御説明申し上げますので、御審議のほど

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いします。 

 まず、田中教育政策課長。 

 

○田中教育政策課長 教育政策課長の田中で

ございます。よろしくお願いします。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 教育政策課の歳入について御説明いたしま

す。 

 まず、使用料及び手数料は、教育センター

における行政財産使用料でございます。 

 国庫委託金は、文部科学省から委託された

学校教員統計調査に係る委託料でございま

す。 

 財産収入は、教育事務所長宿舎及び教職員
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住宅の家屋貸付料並びに県有地の土地貸付料

でございます。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 次に、説明資料４ページの歳出について御

説明いたします。 

 教育委員会費は、教育委員への報酬、教育

委員会運営費でございます。なお、平成22年

度から、教育委員への報酬について日額制が

導入されております。不用額の主なものは、

教育委員の日額報酬の執行残でございます。 

 次に、事務局費でございます。 

 事務局職員の人件費、熊本県教育情報化推

進事業、県立学校校務情報化推進事業に係る

経費等でございます。不用額の主な内容は、

教育委員会事務局行政職員に係る人件費のう

ち、時間外縮減による時間外勤務手当の執行

残、熊本県教育情報化推進事業における入札

に伴う執行残でございます。 

 次に、教職員人事費、これは子ども手当、

教職員住宅に係る経費及び福利厚生事業等で

ございます。不用額の主な内容は、教職員住

宅修繕に係る工事等の入札に伴う執行残でご

ざいます。 

 教育センター費は、教育センターで行う研

修等に要する経費でございまして、不用額は

施設管理委託の入札に伴う執行残等でござい

ます。 

 恩給及び退職年金費は、共済制度発足前の

退職者やその遺族に対する恩給・扶助料でご

ざいます。不用額は、受給者の年度途中の死

亡が見込みを上回ったことによる執行残でご

ざいます。 

 教育政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○瀬口高校教育課長 高校教育課長の瀬口で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料の６ページから18ページの

一般会計並びに熊本県立高等学校実習資金特

別会計及び熊本県育英資金等貸与特別会計に

ついて、順に御説明いたします。 

 まず、６ページから９ページまでの一般会

計の歳入について御説明いたします。 

 ６ページから７ページまでの使用料及び手

数料、国庫支出金、財産収入、繰入金、９ペ

ージの繰越金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 ８ページに戻りまして、８ページの諸収入

でございますが、このうち上から２段目に記

載の定時制通信制修学奨励資金貸付金回収金

の収入未済につきましては、定時制通信制修

学奨励資金の返還金でございます。これは、

貸与生の中途退学に伴う貸付金の返還金でご

ざいまして、100万9,000円の収入未済となっ

ております。 

 この未収金につきましては、法的措置とし

て支払督促申立を行うなど未収金解消に努め

ているところでございます。詳細につきまし

ては、後ほど附属資料のところで御説明させ

ていただきます。 

 次に、10ページをお願いします。 

 10ページから12ページまでの一般会計の歳

出について御説明いたします。 

 10ページの教育総務費のうち、事務局費に

つきましては、県立高等学校教育整備推進事

業等でございます。不用額は執行残でござい

ます。 

 次の教育指導費は、高等学校英語指導助手

費や初任者研修等に要した経費でございま

す。不用額は、非常勤職員人件費等の執行残

などでございます。 

 11ページになりますが、中学校費のうち、

教育振興費は、県立中学校入学者選抜に係る

費用や県立中学校の運営費でございます。不

用額は執行残でございます。 

 高等学校費のうち、高等学校総務費は、高

等学校入学者選抜学力検査費でございます。
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不用額は執行残でございます。 

 次に､教育振興費は、理科教育等設備費や

高等学校産業教育設備整備費等に要した経費

でございまして、不用額は入札に伴う執行残

などでございます。 

 学校建設費でございますが、併設型中高一

貫教育の導入や県立高等学校再編統合に伴う

施設整備に要した経費でございまして、不用

額は入札に伴う執行残などでございます。 

 次に、12ページをお願いします。 

 特別支援学校費でございますが、特別支援

学校の施設整備等に要した経費でございまし

て、不用額は入札等に伴う執行残などでござ

います。なお、このうち分教室の整備に係る

経費につきましては、22年度から４億3,795

万円を繰り越しておりますけれども、現時点

ではすべて執行済みでございます。 

 保健体育費の保健体育総務費は、定時制高

等学校における夜食費に要した経費でござい

まして、不用額は執行残でございます。 

 次に、諸支出金でございます。 

 まず、県立高等学校実習資金特別会計繰出

金は、実習資金特別会計の水産高等学校費へ

の繰出金でございます。不用額は執行残でご

ざいます。 

 次に、育英資金等貸与特別会計繰出金は、

育英資金等貸与特別会計への繰出金でござい

ます。不用額を生じた理由は、退学や辞退等

により貸与者が見込みより少なくなったこと

によるものでございます。 

 以上で一般会計を終わります。 

 続いて、13ページから熊本県立高等学校実

習資金特別会計でございます。 

 まず、歳入につきましては、13ページから

14ページまででございます。 

 財産収入、繰入金、諸収入及び繰越金のい

ずれも不納欠損額及び収入未済額はございま

せん。 

 次に、15ページをお願いします。 

 歳出でございますが、農業高等学校費は、

農業高等学校における農産物、畜産、食品加

工等の実験実習と運営に要した経費でござい

ます。不用額は執行残でございます。 

 水産高等学校費は、水産高等学校における

実習船による操業、農水産物の食品加工等の

生産的実験・実習と運営に要した経費でござ

います。不用額は執行残でございます。 

 次に、16ページをお願いします。 

 熊本県育英資金等貸与特別会計でございま

す。 

 まず、歳入につきましては、16ページから

17ページでございます。 

 国庫支出金、財産収入、寄附金、繰入金に

つきましては、不納欠損額及び収入未済額は

ございません。 

 17ページの諸収入につきましては、育英資

金貸付金の償還金でございまして、償還元

金、延滞利息等を合わせまして１億1,928万

7,000円が収入未済となっております。 

 この未収金対策につきましては、法的措置

として支払督促申立や強制執行申し立てを行

うなど、未収金の回収に努めているところで

す。詳細につきましては、後ほど附属資料の

ところで改めて説明させていただきます。 

 次に、下段の繰越金でございますが、平成

21年度余剰金を22年度に繰り入れたものでご

ざいまして、不納欠損額及び収入未済額はご

ざいません。 

 次に、18ページをお願いします。 

 歳出でございますが、育英資金等貸付金

は、貸与者への貸付金や事務費でございまし

て、不用額を生じた理由は、退学や辞退等に

より貸与者が見込みより少なくなったことに

よるものでございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 附属資料の１ページをごらんください。 

 繰越事業でございますが、これは県立特別

支援学校施設整備事業につきまして経済対策

事業により実施したものでありまして、年度
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内執行が困難であったために４億3,795万円

を繰り越したものでございます。 

 次に、６ページをお願いします。 

 収入未済に関するものでございますが、定

時制通信制修学奨励資金の収入未済額でござ

います。 

 １の歳入決算の状況の備考欄に記載のとお

り、定時制通信制修学奨励資金の返還金でご

ざいます。収入未済額は、表の中ほどにあり

ますように100万9,000円となっており、２の

収入未済額の過去３年間の推移のとおり、こ

の３年間で約12万円の増となっております。

債務者は９人で、その内訳は３の収入未済額

の状況のとおりでございます。 

 次に、資料の７ページをお願いします。 

 昨年度の決算特別委員会での御指摘等も踏

まえまして、４の未収金対策に記載のとお

り、債務者ごとにその状況を踏まえ、対応方

針を定めて取り組み、時効期間が過ぎていた

事案につきましては、債務承認等により時効

を中断し、債権の確保に努めてまいりまし

た。 

 また、育英資金に準じまして法的措置にも

着手し、分割納付中や生活保護受給中の者を

除く３件について支払督促の申し立てを行っ

ておりまして、現在は一部の者からは返還が

開始されるなど一定の成果が出てきていると

ころでございます。 

 続いて、８ページをお願いします。 

 育英資金の収入未済額でございます。 

 １の歳入決算の状況の左側、款項目節をご

らんいただきたいと思いますが、収入未済額

の内訳は、元金、延滞利息及び年度後返納に

なります。年度後返納とは、退学等によりま

して受給資格がなくなった後に支給されたも

のに係る収入未済額でございます。 

 中ほどに収入未済額の欄がございますが、

上から順に元金が１億176万6,000円、延滞利

息が1,631万5,000円、それから年度後返納分

が120万6,000円、合計で１億1,928万7,000円

でございます。 

 また、２の収入未済額の過去３年間の推移

のとおり、収入未済額は、この３年間で増加

傾向にありまして、債務者は、元金、延滞利

息分が284人、年度後返納分の12人と合わせ

ますと、合計で296人となりまして、その内

訳は下の３の収入未済額の状況に示している

とおりでございます。 

 ９ページの方をお願いします。 

 平成22年度の未収金対策の取り組みをまと

めております。 

 当課では、収入未済額の増大が育英資金制

度の存続にもかかわる深刻な課題であること

から、昨年度の決算特別委員会での御指摘等

も踏まえまして、４の未収金対策に記載のと

おり、３の法的措置の取り組みを初め、徹底

した未収金対策の取り組みを進めておりま

す。 

 その取り組みの成果を資料下段の米印取り

組みの成果のところに記載しておりますが、

わかりやすくするために、その内容を次の10

ページに図式化して整理しておりますので、

10ページをごらんいただきたいと思います。 

 主な成果としまして、大きく４点挙げてお

ります。 

 まず、収納率の改善でございます。 

 平成21年度の収納率は、全体で75.3％でし

たけれども、平成22年度は79.3％となりまし

て、前年度よりも４ポイント改善しておりま

す。また、現年分だけを見てみますと――現

年分というのは、返還計画に基づきまして、

その年度の本来の返還金として納付されるべ

き分でございまして、わかりやすく言います

と、前年度までの未収金を除いた分でござい

ます。その現年分だけを見てみますと、平成

21年度の約89％が平成22年度は約97％となり

まして、８ポイントも改善しております。 

 続きまして、滞納者の数でございますが、

滞納者数は平成21年度の756人から平成22年

度は296人となりまして、460人、60.8％減の
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大幅減となっております。 

 次に、法的措置の主な効果でございます

が、支払督促申立を行いました241人の奨学

生につきまして、66人が完納し、その返還額

は約2,700万円となったほか、他の滞納者の

一部返済も進みまして、平成21年度の未収金

8,986万円のうち4,960万円、率にして55％を

回収しております。未収金の収納率は、例年

16～17％でございましたので、これと比較し

ても収納率は大幅に改善しております。 

 一番下の実質的な未収金についてですけれ

ども、平成21年度の未収金8,986万円という

金額が22年度は１億1,928万円となりまし

て、これだけ見ますとふえたように見えます

けれども、これには法的措置に伴います一括

返還請求によりまして期限未到来分を前倒し

して収入調定をしました繰り上げ調定分の6,

332万円が含まれておりますので、この前倒

し調定額分を差し引いた実質的な22年度の未

収金は5,596万円となりまして、前年度より

も3,390万円の大幅減となっております。 

 右側の棒グラフをごらんいただきますとわ

かりますように、未収金額は平成17年度の学

生支援機構からの事務移管に伴います返還者

数の自然増に伴いまして年々増加傾向にあり

ましたが、平成22年度は大幅に減少したとこ

ろでございます。 

 以上のように、昨年度からの法的措置を初

めとしました未収金対策の取り組みについて

は一定の成果があったものと考えております

けれども、今後とも未収金対策に全力で取り

組んでまいりたいと考えております。 

 高校教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○谷口義務教育課長 義務教育課長の谷口で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料19ページの一般会計の歳入

に関して御説明させていただきます。 

 国庫支出金の主な収入といたしまして、ス

クールカウンセラー等配置事業に係る国庫補

助金、また、文部科学省等から教育方法等改

善研究のための委託を受け、調査研究を行う

事業等に係る国庫委託金でございます。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 次に、諸収入の雑入でございますが、収入

未済額491万7,000円は、平成12、13年度に任

用しましたスクールカウンセラー１名が資格

要件を満たしていなかったことが平成16年度

に判明したため、任用当時にさかのぼってそ

の任用を取り消し、支払った報酬等の返還を

求めているものでございます。収入未済の49

1万7,000円は、本人から提出されました分割

納入計画書に基づく平成17年度から22年度ま

での返還分でございます。 

 なお、本件の債務者は、平成18年１月に刑

事事件で逮捕され、懲役２年の実刑判決によ

り、平成20年３月まで服役しておりました。

出所後、督促を再開し、平成20年度には未収

金の一部については納入されておりますが、

平成21年５月から精神科へ通院中で無職、無

収入であるため、平成21年度は返還されてお

りません。平成22年度、自宅及び主治医訪問

等により生活状況、病状の把握を行ったとこ

ろ、同居する家族の協力により毎月5,000円

ずつ納入されるようになり、今後も、引き続

き本人の回復状況等を見ながら、未収金の回

収に努めてまいります。 

 次に、20ページの一般会計の歳出に関して

御説明させていただきます。 

 まず、教育指導費でございますが、児童生

徒の学力向上、いじめ・不登校対策、教員の

研修などの事業に要した経費でございまし

て、翌年度繰越額はございません。不用額の

主なものでございますが、経費節減及び非常

勤職員人件費の執行残でございます。 

 最後に、保健体育総務費でございますが、
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食育の推進及び栄養教諭、学校栄養職員の研

修等の事業に要した経費でございます。不用

額は、執行残でございまして、翌年度繰越額

はございません。 

 次に、附属資料について説明いたします。 

 資料12ページをお願いいたします。 

 収入未済につきましては、スクールカウン

セラー報酬等返還金に係る分でございます。 

 この未収金に関しましては、先ほども説明

しましたが、平成22年度収入未済に関する調

べ４の未収金対策に記載しておりますとお

り、家族の協力により一部納入はあってお

り、今後も引き続き本人の状況を見ながら未

収金の回収に努めてまいります。 

 義務教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○栁田学校人事課長 学校人事課長の栁田で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 説明資料の21ページをお願いします。 

 21ページから23ページの一般会計の歳入に

ついて御説明申し上げます。 

 まず、21ページの使用料及び手数料でござ

います。 

 主なものとしまして、教員免許更新、それ

から県立学校の入学金等の手数料でございま

す。 

 次に、22ページ、国庫支出金でございま

す。 

 主なものとしまして、公立高等学校の授業

料無償化に伴います授業料不徴収負担金、そ

れから特別支援学校に就学をする児童生徒に

支給をするための就学奨励費負担金及び補助

金、それから義務教育教職員の給与に係る義

務教育学校職員費負担金及び日本人学校派遣

教員の給与に係る在外教育施設教員派遣事業

委託金でございます。 

 次に、23ページの諸収入でございます。 

 主なものとしまして、雇用保険料徴収金、

それから特別支援学校の治療実習、作業実習

等に係る雑入でございます。 

 当課の歳入につきましては、不納欠損、収

入未済はございません。 

 引き続きまして、24ページから25ページの

歳出について、主なものを御説明申し上げま

す。 

 まず、24ページの事務局費、それから教職

員人件費でございますが、主なものは教職員

の退職手当でございます。不用額につきまし

ては、退職手当の執行残でございます。 

 続きまして、24ページの下から２行目、小

学校費、教職員費、最下段の中学校費、教職

員費及び25ページの２行目の高等学校費、高

等学校総務費でございますが、不用額はいず

れも教職員給与費等の人件費の執行残でござ

います。給与費につきましては、年度中途で

休職あるいは育児休業等の発生がございまし

て、一定額を予算確保しておく必要がござい

ますので、執行残も少し大きくなってござい

ます。 

 今後とも、人件費の予算計上に当たりまし

ては、十分精査して、執行残ができるだけ小

さくなるように努めてまいりたいというふう

に思います。 

 次に、25ページの３行目から全日制高等学

校管理費、それから定時制高等学校管理費、

通信教育費でございますが、これは高等学校

の光熱水費や事務経費等の学校の管理運営に

係る予算でございます。不用額につきまして

は、これらの光熱水費、事務経費の節減に努

めた結果でございます。 

 最後に、最下段の特別支援学校費でござい

ますが、これは特別支援学校に係る教職員の

人件費及び学校管理運営費並びに就学奨励費

でございます。不用額の主なものは、教職員

の人件費の執行残と管理運営費の経費節減に

よるものでございます。 

 以上で学校人事課の説明を終わります。御
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審議のほどよろしくお願いします。 

 

○石川社会教育課長 社会教育課長の石川で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料26ページ、27ページの歳入

について御説明いたします。 

 26ページの使用料及び手数料につきまして

は、県立図書館における売店等の行政財産使

用許可に伴う使用料収入でございます。 

 国庫支出金につきましては、経済対策等に

伴う国庫補助金及び文部科学省の委託事業実

施に伴う国庫委託金でございます。 

 財産収入につきましては、熊本県青年会館

敷地の貸付料でございます｡ 

 次に、27ページをお願いいたします。 

 諸収入につきましては、平成21年度国庫補

助事業の補助金額の確定に伴う市町村からの

精算返納金等でございます。 

 繰越金につきましては、昨年度明許繰越分

でございます。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 次に、資料28ページ、歳出について御説明

いたします。 

 社会教育総務費につきましては、職員給与

のほか、社会教育及び生涯学習の振興に関す

る事業、生涯学習推進センター及び青少年教

育施設の運営等に係る経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由は、国庫委託事業

の実施主体である市町村等が事業費の節減を

図ったことによる執行残及び経費節減に伴う

執行残にございます。 

 図書館費につきましては、県立図書館の管

理運営費でございます。不用額が生じた主な

理由は、経費節減に伴う執行残でございま

す。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 ２ページの繰越事業でございますが、国の

経済対策に伴う青少年教育施設及び県立図書

館の施設等整備に係る経費でございます。こ

の２件は、平成22年度２月補正予算において

計上した事業であり、年度内に執行すること

が困難であったため、繰り越したものでござ

います。 

 社会教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○川上人権同和教育課長 人権同和教育課長

の川上でございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料29ページの歳入について御

説明をいたします。 

 諸収入でございますが、雑入及び年度後返

納の収入未済額につきましては、地域改善対

策高等学校等奨学資金貸付金回収金でござい

まして、雑入分8,338万円と年度後返納分65

万9,000円を合わせまして8,403万9,000が収

入未済となっております。 

 収入未済の理由といたしましては、生活困

窮や所在不明等のため、奨学資金貸付金の回

収が難しい状況にあります。返還につきまし

ては、関係市町村、教育委員会等を通じて、

催告とあわせて分割納付を指導するなど、市

町村と連携して貸付金の回収に努めておりま

す。 

 詳細については、附属資料14ページをおあ

けください。附属資料14ページの平成22年度

収入未済に関する調べをごらんください。 

 １の平成22年度歳入決算の状況につきまし

ては、説明資料29ページの歳入に関する調べ

と同様でございます。 

 ２の収入未済額の過去３カ年の推移につい

てでございますが、地域改善対策高等学校等

奨学資金貸付金の回収金につきましては、過

年度分に現年度分が加わり年々増加しており
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ましたが、平成22年度の収入未済額は、過年

度分8,148万1,000円と現年度分189万9,000円

を合わせて8,338万円となり、平成21年度か

ら145万3,000円減少しております。また、年

度後返納につきましても、過年度分のみでご

ざいますが、一部回収により平成22年度の収

入未済額は69万4,000円から65万9,000円に減

少をしております。 

 引き続き、附属資料の15ページをごらんく

ださい。 

 ３の平成22年度収入未済額の状況について

でございますが、件数につきましては、奨学

資金の未納者数で整理をしております。 

 まず、地域改善対策高等学校等奨学資金貸

付金回収金についての人数及び金額の内訳に

つきましては、分割納付中が111人、2,275万

7,000円、生活困窮が89人、2,385万9,000

円、所在不明が18人、180万7,000円、非協力

的が88人、2,348万9,000円、その他が47人、

1,146万8,000円となっております。 

 次に、年度後返納についての人数及び金額

の内訳につきましては、生活困窮が４人、65

万円、所在不明が１人、9,000円となってお

ります。 

 ４の平成22年度の未収金対策についてでご

ざいますが、返還事務の実務を行っている関

係市町村教育委員会等の担当者に対する説明

会や市町村への訪問指導等を実施し、返還事

務処理能力の向上を図るとともに、未収金の

解消に向けて、未納者への文書催告や電話に

よる催告、分納指導等の取り組みを行ってお

ります。 

 また、奨学資金回収強化のため、未収金特

別対策として、未収金のある市町村の担当者

と共同で未納者への個別訪問を実施し、未納

者の生活状況等を把握した上で状況に応じた

返還指導を行ったところであります。 

 取り組みの成果といたしましては、奨学資

金貸付金の現年度分の回収率が89.6％とな

り、平成21年度よりも15％アップし、大幅に

改善しております。また、収入未済額の合計

も8,403万9,000円となり、平成21年度の8,55

2万7,000円から初めて減少に転じたところで

ございます。未納者数についても358人とな

り、前年度よりも12人減少をしております。 

 次に､不納欠損についてでございますが、

附属資料の16ページをごらんください。 

 地域改善対策高等学校等奨学資金貸付金に

ついて、精神障害によるものが３件、11万7,

000円、死亡によるものが１件、３万6,000

円、計４件、15万3,000円を返還債務の免除

に関する条例第２条第１項の規定により不納

欠損処分を行ったものでございます。 

 次に、説明資料にお戻りください。説明資

料の30ページの歳出について御説明を申し上

げます。 

 まず、教育指導費でございますが、これは

課運営費及び各種人権教育研修事業等でござ

います。不用額を生じた主な理由は、経費節

減に伴う執行残でございます。 

 次に、教育振興費でございますが、これは

高等学校等進学奨励事業及び奨学金未収金特

別対策事業でございます。 

 次に、社会教育総務費でございますが、こ

れは人権教育促進事業及び人権フェスティバ

ル事業等でございます。 

 人権同和教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小田文化課長 文化課長の小田でございま

す。 

 まず、定期監査における公表事項でござい

ますが、美術品取得基金により取得した美術

品の管理手続につきまして、「熊本県美術品

取得基金の管理運営について」に規定する基

金財産引継書による引き継ぎ行為を行ってい

なかったため、規定に基づく事務処理を行う

よう御指摘がございました。既に美術館に対

しまして基金財産引継書を過年度分も含めま

して作成、送付しており、事務処理を完了い
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たしております。 

 今後も、県立美術館本館と連携強化を図

り、各種法令等に基づいた事務処理を徹底す

るよう努めてまいります。 

 次に、説明資料の31ページの歳入について

御説明いたします。 

 31ページからの使用料及び手数料のうち、

主なものは装飾古墳館観覧料及び美術館観覧

料等でございます。 

 32ページから33ページの国庫支出金のう

ち、主なものは遺跡の発掘調査に対する国庫

補助金である遺跡発掘調査費補助や史跡等の

重要文化財の保存に対する国庫補助金である

史跡等保存整備費補助でございます。 

 また、35ページから36ページの諸収入のう

ち、主なものは国などからの発掘調査の受託

に伴う発掘調査受託事業収入でございます。 

 歳入につきましては、いずれも不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 37ページでございます。 

 まず、文化費のうち、主なものは国県指定

文化財の保存整備に対して県補助金を交付す

る文化財保存事業、国などからの受託事業が

主であります公共事業に伴う埋蔵文化財発掘

調査事業、世界文化遺産登録推進事業、鞠智

城整備事業並びに文化課職員27人分の人件費

でございます。 

 文化費の不用額のうち、主なものは平成21

年度から平成22年度への繰越事業でありま

す。鞠智城安全対策緊急整備事業の工事入札

残と経費削減に伴う執行残でございます。 

 次に、美術館費のうち、主なものは展覧会

事業費、永青文庫推進事業費並びに美術館職

員15名分の人件費でございます。美術館費の

不用額のうち、主なものは展覧会事業や永青

文庫推進事業の入札に係る執行残及び経費節

減等に伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料の３ページの繰越事

業について御説明いたします。 

 主なものといたしまして、県立美術館の永

青文庫展示室の拡充に伴う改修工事に要する

経費２億5,820万3,000円でございます。平成

22年度の２月補正で計上いたしておりました

が、年度内の執行が困難であるため、平成23

年度に繰り越したものでございます。 

 続きまして、附属資料の18ページの県有財

産処分一覧表について御説明いたします。 

 熊本市月出にございました文化財収蔵庫跡

地の売却を行いました。売却額は8,300万円

でございます。収蔵庫内にありました埋蔵文

化財等につきましては、熊本市城南町にあり

ます文化財資料室へ移動をし集約しておりま

す。 

 文化課については以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○城長体育保健課長 体育保健課長の城長で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料の38ページから41ページの

歳入につきまして御説明いたします。 

 38ページの分担金及び負担金は、熊本武道

館運営費の熊本市負担金でございます。 

 次の使用料及び手数料は、体育施設に係る

使用料収入でございます。 

 野球場及び総合射撃場の使用料につきまし

ては、平成18年度から指定管理者制度導入に

より利用料金制となっておりますので、収入

として上がっているのは行政財産の目的外使

用料でございます。 

 39ページから40ページの国庫支出金の国庫

補助金でございますが、地域活性化・経済危

機対策臨時交付金及び地域活性化・公共投資

臨時交付金につきましては、平成21年度６月

及び22年２月に行われました国の経済対策に

伴う県営施設整備推進に係る歳入を繰り越し

たものでございまして、全額執行しておりま

す。 
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 40ページから41ページの国庫支出金の国庫

委託金につきましては、文部科学省の委託事

業に係る歳入でございます。 

 次に、41ページからの諸収入でございま

す。 

 受託事業収入として、体育施設等予約シス

テム運営受託事業収入がありますが、これ

は、平成22年４月から稼働しております県と

熊本市の公共施設予約システムの円滑な運用

を図るための管理委託料に対する熊本市から

の受託事業収入でございます。 

 また、雑入として、日本スポーツ振興セン

ター事業の災害共済給付金及び掛金がありま

すが、児童生徒に障害の残るような重大事故

の発生がなく、日本スポーツ振興センター事

業からの災害共済給付金の支払いが少なく済

んだため、予算現額に対して収入済み額が少

なくなったものでございます。 

 体育保健課の歳入に関しましては、不納欠

損額、収入未済額はございません。 

 引き続きまして、42ページの歳出につきま

して御説明いたします。 

 まず、保健体育総務費の主な事業は、日本

スポーツ振興センター事業や県立学校におけ

る健康診断でございます。 

 不用額の主なものは、日本スポーツ振興セ

ンター事業の災害共済給付金の執行残でござ

います。これは、さきに述べましたとおり災

害共済給付金の支出が少なく済んだことによ

るものでございます。 

 次の体育振興費の主な事業は、競技スポー

ツ振興事業や地域スポーツ人材の活用実践支

援事業でございます。 

 不用額で主なものは、国民体育大会におい

て、九州ブロック大会での結果により選手の

派遣数が減少し、それに伴う交通費、宿泊費

が予定よりも少なくなったこと等によるもの

でございます。 

 次の体育施設費の主な事業は、県民総合運

動公園、県立総合体育館及び熊本武道館等の

管理運営費や施設整備事業費でございます。 

 不用額が生じた主な理由は、本課が県営体

育施設を管理するのに必要な経費等の執行残

でございます。 

 続きまして、附属資料の４ページの繰越事

業について御説明いたします。 

 県営体育施設整備事業でございますが、こ

れは、２月補正により国の地域活性化交付金

を主な財源として県立総合体育館中体育室等

の消防設備改修工事、県総合射撃場のビーム

ライフル機器の整備を行うことになりました

が、年度内の執行が困難であったため、全額

繰り越したものでございます。 

 体育保健課分は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○後藤施設課長 施設課長の後藤でございま

す。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、説明資料の歳入につきまして御説明

申し上げます。 

 43ページをお願いいたします。 

 使用料、手数料は、県立学校における売店

等使用料でございます。 

 国庫支出金でございますが、国庫補助金の

うち、下から３段目、地域活性化・経済危機

対策臨時交付金及び地域活性化・公共投資臨

時交付金につきましては、平成21年６月に行

われました経済危機対策によるものでござい

ます。 

 その下、地域活性化交付金、きめ細かな交

付金につきましては、本年２月に行われまし

た国の円高デフレ対応のための緊急総合経済

対策によるもので、全額繰り越しを行ってお

ります。 

 44ページをお願いいたします。 

 中ほどの財産収入でございますが、財産運

用収入といたしまして、校長宿舎の家屋貸付

料、電柱等の設置に伴います土地貸付料でご
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ざいます。 

 一番下の財産売払収入につきましては、県

立学校用地の売り払い収入でございます。 

 なお、財産処分の詳細につきましては、後

ほど附属資料の説明で申し上げます。 

 次に、45ページでございます。 

 諸収入でございますが、太陽光発電設備に

伴う助成によるものでございます。 

 繰越金でございますが、昨年度明許繰越分

でございます。 

 以上、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ありません。 

 続きまして、歳出につきまして申し上げま

す。 

 46ページをお願いいたします。 

 教育費ですが、教育総務費のうち、事務局

費は、市町村の教育設備に係る指導調査に要

した経費でございます。 

 次に、高等学校費ですが、全日制高等学校

管理費は、県立学校の校舎管理に要した経費

でございます。 

 学校建設費は、熊本農業高校ほか、56校の

校舎等改修、耐震改修事業、施設整備など、

高等学校等施設整備事業に要した経費でござ

います。不用残を生じた主な理由は、高等学

校等施設整備事業における入札に伴う執行残

でございます。 

 なお、翌年度繰越額の詳細につきまして

は、後ほど特別支援学校分とあわせまして附

属資料において御説明申し上げます。 

 47ページをお願いいたします。 

 特別支援学校費ですが、ひのくに高等養護

学校ほか15校の校舎等改修、耐震改修事業、

施設整備など、特別支援学校施設整備事業に

要した経費でございます。不用額を生じた理

由は、特別支援学校施設整備事業における入

札に伴う執行残でございます。 

 次に、附属資料について申し上げます。 

 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございますが、１段目から５段

目までが県立高等学校等施設整備事業でござ

いまして、球磨工業ほか22校の事業につきま

して、工法の選択に当たり不測の日数を要し

たことから、年度内での施工期間を確保でき

ず翌年度へ繰り越しを行ったものでございま

す。 

 また、６段目、７段目の特別支援学校施設

整備事業につきましても、熊本聾学校ほか12

校の事業につきまして、工法の選択に当たり

不測の日数を要したことから、年度内での施

工期間を確保できず翌年度へ繰り越しを行っ

たものでございます。記載しておりませんけ

れども、合計しまして９億8,023万9,000円を

繰り越しております。 

 19ページをお願いいたします。 

 財産処分でございますが、１段目の八代市

分につきましては、市の要望を受け、市役所

に隣接しておりました八代東高等学校第３運

動場用地を売却処分したものでございます。

また、２段目の山都町分につきましては、道

路改良工事に伴って矢部高等学校用地を売却

処分したものでございます。なお、契約金額

は、すべて収入済みでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で教育委員会の説明

が終わりましたので、質疑に入ります。質疑

はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 義務教育課か、あるいは学

校人事課に関係ありますけれども、教師の人

材確保というのは国家的なあるいは非常に大

きな命題になっております。初任者研修がい

ろいろ行われたけれども、昨年度はどのよう

な研修が行われたかというのがあります。 

 今、教員に不適合な人たちがふえて――不

適合というか、何というかな、不適応です

ね。ノイローゼとか、うつ病とか、いろんな

病気を発症して長期の欠勤者が出ているとい
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うふうに聞いておるんですけれども、初任者

研修とか、そういう人事管理の上で、昨年ど

のようなことが行われたかと。 

 それから、もう一つは、この食育の推進と

いうのが出ていますけれども、学校のいわゆ

る栄養職員というか栄養教諭という制度がス

タートしたと。この配置状況というのは、昨

年どうであったかというふうに思っておりま

すけれども、この点について。 

 

○谷口義務教育課長 義務教育課からお答え

いたします。 

 まず、昨年度の初任者研修の内容でござい

ますけれども、２つ大きく分けて校外による

研修と校内による研修という形で、まず校外

における研修というのを22日間設けておりま

して、具体的にお話ししますと、義務教育課

の方で最初の４月の３日間の宿泊研修、その

ほか、夏休み中の消防署での研修といいます

か、体験研修、そのほか教育事務所での研

修、それと教育センターでの研修、あわせて

トータルで22日間実施しております。 

 そのほか、校内での研修といたしまして、

120時間程度、各学校で教科の研修、教科の

指導力の向上の研修とか、あるいは生徒指導

の研修とか、そういうものを校内の研修とし

て位置づけて実施しております。 

 

○藤川隆夫委員長 あわせて食育の方もそち

らでいいんですかね。 

 

○谷口義務教育課長 食育関係というところ

で、学校の方に学校栄養職員と今は栄養教諭

という制度がありまして、その学校栄養職員

から任用がえで栄養教諭に任用する方法と、

あるいはもう新採から栄養教諭を採用する方

向で、本年度現在で66名の栄養教諭を配置し

ておりまして、学校給食関係の指導と栄養指

導といいますか、そういう分の学校での指導

を重点的にやっております。 

 

○岩下栄一委員 食育というのは、知育、徳

育、体育、食育と４つの育の分野を占め非常

に重要視されているわけですね。栄養教諭と

いうのは、せっかく国がつくった制度だか

ら、熊本県内の小学校にぜひ全部配置を今後

してほしいというのがあります。 

 それから、初任者研修ですけれども、私が

聞きたかったんのは、教師不適応の人たち、

長期の欠席者とか随分去年も多かったじゃな

いですか。そうじゃなかったですか。 

 

○栁田学校人事課長 学校人事課です。 

 現在、休職をしている教諭は、県立高校、

小中学校を含めて79名おります。 

 

○岩下栄一委員 これは、給与はずっと支払

われているわけですか。 

 

○栁田学校人事課長 休職１年目は給与の８

割を支給します。後はもう支給をされませ

ん。 

 

○岩下栄一委員 そうなんですか。せっかく

教師になって情熱的に取り組もうと思ったや

さきに、いろんな疾病が発症してできなかっ

たということだろうと思いますけれども、そ

ういうことがないように初任者研修等でもっ

といろんな指導を徹底してほしいと、これは

要望としておきます。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○村上寅美委員 若干関連するけれども、教

育長、42ページの体育振興費で、体育保健課

長から説明があって、理由もこれはわかって

おるけど、国体等に教育長も行かれるか行か

れぬか知らぬけど、行ってみて私が知る限

り、熊本国体から、ほとんどベストテンじゃ
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ないけど、熊本県はベスト15ぐらいの成績を

おさめとった。そして、九州では、人口率か

らするとはるかに福岡が多いんだけど、福岡

にもまさっとったという過程の中で、この４

～５年は、どうも九州トップはおろか３位か

４位かに下がっているという現状の中で、こ

の九州で負けるから金の不用額が出とるとい

うような現状が実際出とることだから、これ

は教育長としてはどがん考ゆるですか。 

 

○山本教育長 一昨年……。 

 

○村上寅美委員 弱かけん弱かったと言うな

ら、しまいばってん。 

 

○山本教育長 一昨年13位でしたかね。それ

は非常に頑張って、そのときたしか実質福岡

にもまさって、去年が21位になって、これは

いかぬなと思って、そしたらことしまた18位

ということで、ことし九州ブロックの成績の

状況からすると、非常に――これは去年ちょ

っと悪かったときの決算でございますけれど

も、ことしなんかは、その九州ブロックの状

況、それから育成費の状況からすると、非常

に頑張ってもらっているというふうに私は思

っております。 

 今、村上委員の方からお話がありましたよ

うに、限られた予算ではございますけれど

も、精いっぱい選手の強化のために頑張って

いきたいと思っております。 

 

○村上寅美委員 これはやっぱり各県代表が

九州で競うというのが１つと、そしてスポー

ツを通じての青少年の健全育成ということが

あって、これはボランティアで免税預金等も

非常に頻繁に行われているんですよ、体育協

会としては。それを全部県が予算を削ってい

くもんだから、本当ですよ、削っていくもん

だから、どっかで調達しなきゃいかぬという

ところで、もともとこれは知事が体育協会長

をやられとったのをやっぱりいろんな諸般の

事情から民間におろすということで民間の会

長がやっとられるけど、やっぱり責任は県に

あると思うんですよね、やるからには。 

 だから、いい選手をいい人材を採用しても

らいたい。そういうふうな人は、今岩下委員

が言うように、もやもやとした病気にはなら

ぬけん、スポーツマンは。どれだけ差し引き

であれするですか。そういうことをちょっと

善処してもらいたいと思うんです。善処して

いる県が幾つもあるんですよ。 

 

○山本教育長 善処というのが、中身がなか

なか難しいのかもしれませんけれども、私た

ちとしては、気持ちは十分ございます。それ

で、できるだけそういった資質を持った人が

教職員になって熊本県を受けてもらえるよう

に一生懸命ＰＲはしていきたいというふうに

思っております。 

 

○村上寅美委員 とにかくね、やっぱり健全

な育成をしていく。だから、その先生自体

が、こうこうしよったっちゃどがんしようは

なか。だから、そういう点は、やっぱり心の

教育というかな、ここも大事だけど、ぜひひ

とつ善処して――そういう人がいい指導者に

なるんですよ。そういうところを要望しとき

ます。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○城下広作委員 ちょっと関連で。 

 教職員に採用されて、例えば１年以内でも

うやめたとやめた方がおられるのか。それと

も、１年、２年、３年ぐらいで、要するに休

職するような状況になるような人はおられた

のか、ちょっとその辺の状況を大体教えても

らえれば。 
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○栁田学校人事課長 正確なデータはちょっ

と手元に持ち合わせておりませんが、昨年度

採用になった方で１人、やはりメンタルにな

ってやめられた方がいらっしゃいます。若く

てメンタルになるかといいますと、今はどち

らかというと30代、40代、場合によっては50

代でうつ病になられる方もいらっしゃいま

す。どちらかというと40代中心ぐらいの方が

なられる傾向にあります。 

 

○城下広作委員 １、２、３年ぐらいで休職

された方はわかります、おられるか。 

 

○栁田学校人事課長 今手元に資料がござい

ませんから正確なことは言えませんけれど

も、少ないと思います。いても非常に少ない

と思っております。 

 

○藤川隆夫委員長 その付近はまとめて、ま

た城下先生に見せていただければと思いま

す。 

 

○松田三郎委員 関連じゃなくていいです

か。 

 資料28ページで、主要な施策の成果で167

ページと書いてありますが、石川社会教育課

長にお尋ねしますが、親の学びプログラム、

これは数年前我々自民党もかなり勉強会を重

ねて、ちょうど前の課長さんのときだったと

思いますが、この成果を見ますと、講座の回

数とか、あるいは参加者数というのは、22年

度で結構な数になっておりますが、たしか昨

年度までは小学校編かなんか、段階に応じて

資料をつくられるということでしたけれど

も、この講座数202回、参加者数が8,360人、

進行役云々とこうありますが、広がりぐあい

といいますか、そういうのはどうなのかとい

うのと、プラス今の段階では、どういう系統

で各地域あるいは学校等に説明しておろして

流していただいているのかというのをちょっ

と教えていただければと思います。 

 

○石川社会教育課長 お答えいたします。 

 まず、広がりぐあいというところですけれ

ども、22年度までに作成したプログラムとい

うものが、乳幼児期を対象としたものと小学

生を持つ親を対象としたプログラムになりま

す。ことしは、それに加えまして、中高生を

持つ親を対象としたプログラム、それから次

世代で親になるということで中高生の生徒に

向けたプログラムというものをつくってい

る、これは最中でございます。したがいまし

て、昨年度の回数というのは、主に乳幼児を

持った親御さんを対象としたプログラムでご

ざいました。 

 ことし、それに加えまして、昨年度作成し

ました小学生を持つ親を対象としたプログラ

ムの普及というのをやっておりまして、この

９月までで約90回、7,000人ぐらいの参加と

いうことで、昨年度を上回るペースでプログ

ラムに参加していただいているというふうに

感じております。 

 それから、プログラムの普及策といたしま

しては、昨年度も行いましたけれども、まず

進行役の養成講座ということで、これは夏に

11管内で進行役養成講座というのを行ってお

ります。それから、この秋にも、また県内３

カ所で進行役の養成講座というのをやる予定

にしております。また、進行役の養成だけで

なく、さらにトレーナーということで、もう

少し上位に、自分でも進行役もできますし、

さらに進行役の養成をできる方の養成という

のもやっておりまして、これも春とそれから

この冬にトレーナーの研修ということをやる

ことにしておりまして、親の学びプログラム

の普及というのを図っているところでござい

ます。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 わかりました。たしか進行
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役のことをファシリテーターとかトレーナー

と。最終的には、ある程度各地域なり各学校

の関係者で何人かいらっしゃるならば、理想

を言えばほっといても――例えばそういう方

が自主的に地域なりあるいは中のサークルな

りに行って普及をしていただくというのが恐

らく理想形に近いんでしょうけれども、なか

なか――そういうトレーナーなりファシリテ

ーターを一たん養成してつくりましたと、そ

ういう方々が、そこから先我々が思っている

とおりどんどんどんどん活動していただける

かというフォローは、何か先々ではあるんで

すかね。 

 

○石川社会教育課長 先生のおっしゃるとお

りだと思っております。 

 ことし、進行役養成講座、トレーナー研修

というところをやっておりますけれども、網

羅的にアンケートをとったわけではないです

が、それら講座を受けた者の何人かにお話を

聞いてみますと、まだ一人で進行役をやると

いうところはなかなか難しいというふうにも

聞いております。 

 したがって、私たち県職員が講座を開く場

合であるとか教育事務所の社会教育主事が行

う講座なんかに例えば来てもらって経験を積

んでいただいたり、あるいは来年度以降もや

はりこの進行役養成講座、トレーナーの研修

といったところは引き続きやっていきたいな

というふうに考えているところでございま

す。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 ちょっと参考までに宣伝させていただきま

すが、教育委員会の事業を我々議会としても

支援、サポートするという意味で、近々県内

の国会議員、県会議員、市町村議員の方々に

呼びかけて、親学推進議員連盟というものを

立ち上げようという準備を今いたしておりま

して、その立ち上げの際の記念講演として、

もう２～３度おいでいただきましたけれど

も、また明星大学の高橋史朗教授にもおいで

いただいて、高橋先生いわく、今課長がおっ

しゃったように、最終的にはトレーナーとか

ファシリテーターという人がある程度の数の

養成ができて、あちこちに自主的に主体的に

行っていただくというふうにしていかない

と、なかなか一過性のものではうまくいかな

いだろうという話もございましたので、ぜ

ひ、それぞれ高い意識をお持ちだと思います

が、また教育委員会の皆様には御案内を差し

上げようと思いますので、その折には講演に

おいでいただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

 

○鎌田聡委員 済みません。21ページで、教

員免許更新手数料が予算現額と収入済み額と

の比較ということで40万ほど予算よりも入っ

てきてない状況がありますけれども、これは

あれですか、教員免許の更新ができなかった

人が熊本県は９人ぐらいだったですかね。一

番多かったということで、その分の差額とい

うことなんですかね。 

 

○栁田学校人事課長 それも含まれるかもし

れませんけれども、当初見込んだ更新対象者

の見込みの数よりも実際に更新をされた方の

数が少なかったということでございます。こ

れは２年間に分けて更新をできますものです

から、そこにちょっと差ができてしまいまし

た。そういうことでございます。 

 

○鎌田聡委員 昨年度の更新で失効とされた

のが９人だったですかね。 

 

○栁田学校人事課長 そうです。免許更新の

手続をされなかったといいますか、忘れたと
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いいますか、そういう方が公立と私立合わせ

て９人いらっしゃいました。 

 

○鎌田聡委員 これは本人が忘れたというこ

となんですか。ちょっとその辺の何で更新が

できてないのか。先ほどの教員の資質の問題

もあって、もうやめたいと思ってされなかっ

た人もいるのか、うっかり忘れてやられなか

ったのか。 

 

○藤川隆夫委員長 事情がわかれば。 

 

○栁田学校人事課長 今の９人の方は、免許

更新して教員を続けたいという意思があった

けれども、自分が更新の手続を勘違いとかミ

スで県に申請しなかった、あるいは管理をし

なかったという方でございます。それ以外

に、もう退職したいと、更新せずにみずから

やめたいという方もかなりいらっしゃいま

す。手元に数字を持っていませんけれども、

かなり――９人とかいう数ではございませ

ん。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ９人は、もう本人の勘

違いとかミスと。これは何か勘違いするよう

な手続になっているんですか、ミスを誘発す

るような。どういう手続なんですか。 

 

○栁田学校人事課長 一番勘違いが多かった

のは、３月31日で更新してない方は失効する

んですけれども、手続は１月31日までに完了

することというふうになっておりました。そ

れを３月31日まで県に提出すればいいという

ことで、再三啓発の資料は出しておりました

けれども、本人がそういうふうに思い込んで

忘れているというケースが非常に多くござい

ました。 

 

○鎌田聡委員 県の方からは、そういうふう

に本人に対してはやりなさいやりなさいとい

う話は、１月31日までですよということはず

っとやってた上でのミスということなんです

かね。 

 

○栁田学校人事課長 第１グループといって

今回が初めての期限の到来でしたので、２年

間かけて私どもの方から市町村の教育委員会

を通じて各学校に、こういう制度になります

よと、期限も１月31日までですよということ

で再三周知をしてきたつもりです。 

 

○鎌田聡委員 失効された方は、また改めて

取らないと教職につかれぬとですよね。そう

いうことですかね。 

 

○栁田学校人事課長 必要な手続をしなけれ

ば、もう免許自体は失効していますので、教

員を続けることはできません。 

 

○鎌田聡委員 本人のミスとか勘違いと言わ

れますけれども、それが一番悪いとは思いま

すけれども、もう少しわかりやすくやるよう

なやり方に少し何か改善はできないんですか

ね。失効しないように本人が忘れないような

喚起の仕方というのは。 

 

○栁田学校人事課長 昨年度そういうことで

したので、その反省を踏まえまして、今年度

は、年度当初から、そういう事例があったと

いうことを含めて啓発に力を入れているとこ

ろでございます。なおかつ対象者がわかって

おりますので、その対象者のリストを打ち出

しまして、各管内ごとにチェックをするよう

に、申請が終わっているか、終わってない

か、そういうチェックのやり方を今年度は取

り組んでいるところでございます。 

 

○鎌田聡委員 大変だろうと思いますけれど

も、うっかりミスがもう二度とないように、

９人は次もやりたいという方だったというふ
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うに聞きましたので、そういうことがないよ

うにぜひ対応方をよろしくお願いしたいと思

います。 

 

○松田三郎委員 関連でいいですか。 

 ちょっと制度のことを確認しますけれど

も、これは単純に申請してすぐじゃなくて大

学で設置している講座を何か幾つかとらない

かぬということですよね。 

 

○栁田学校人事課長 大学で所定の講座を受

けまして、スキルをアップして、大学からそ

の講座を受けたという修了証が出ますので、

それをつけて県の私どものところに更新の手

続申請をすることになっております。 

 

○松田三郎委員 本県の場合あったかどうか

知りませんが、新聞等では、鎌田先生の前で

失礼ですが、現政権が政権をとったら免許更

新制を廃止すると。だから、対象に近い先生

方も、どうせ廃止になっとならそれは免許更

新要らぬとばいと思うてちょっと油断しとん

なはったし、プラス大学の方もその講座を余

り用意してなかったので受けられなかった人

が多いという話も一時期聞きましたけれど

も、今の話でいうなら、１月31日までに手続

をというなら、それまでに１日２日でとれる

わけじゃないわけでしょうから、逆算すると

かなり早くから大学に申し込んで、その講座

があいてて受講してというのがないと無理な

わけですよね。ただ忘れとったというわけじ

ゃなくて。 

 

○栁田学校人事課長 当初は、確かに様子見

をするというような傾向も１年目は見られた

んですけれども、昨年が第１グループの２年

目で、第１グループ35歳、45歳、55歳の人た

ちですけれども、その人たちは、もう最終年

度で、その年には必ず更新しなければいけな

いということになっておりましたので、夏場

に講座が大体集中してあるんですけれども、

それを受講されて、ほとんどの方が更新手続

をされていると。講座を受けられなくて更新

ができなかったという方はいなかったという

ふうに聞いております。 

 

○村上寅美委員 １月31日で申し込み、切り

かえをしなければ、３月31日までの間は何も

ならぬわけたいね。１月31日に申し込みをし

とかないとね。３月31日までに更新するとい

うことでしょう。 

 それと、失効するというけん、失効という

のは、チャラだろうたい。ゼロか……。 

 

○栁田学校人事課長 免許自体がなくなりま

す。効力がなくなります。 

 

○村上寅美委員 効力というか、資格がのう

なっとだろうたい。そのとき、大学の何かカ

リキュラム、講習を受ける、その辺のところ

をもうちょっと詳しく教えてください。 

 

○栁田学校人事課長 今回の免許更新の制度

は、教職員のスキルアップを図るために導入

されたものでして、先ほど言いましたよう

に、一定年齢に……。 

 

○村上寅美委員 そがんとはよか。失効後の

手続は……。 

 

○藤川隆夫委員長 １月31日までに出さぬと

いかぬけど、失効するのが31日で……。 

 

○村上寅美委員 その後は、どういう手続だ

ったら回復して、回復したら初任給からいく

のか、既存で滑り込むのか、回復後の話をち

ょっと聞く。どうすれば回復するか、回復し

たらどういう位置づけかということはどうな

の。 
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○栁田学校人事課長 講習を受けましたら、

先ほど言いましたように大学から修了証が出

ますので、それをもとに免許更新手続を学校

人事課の方に提出していただきます。それ

が、先ほど言いました１月31日までにその完

了手続をしないと、免許がもう自動的に３月

31日でその人は失効するということになって

おります。 

 

○村上寅美委員 そこまではわかったて言い

よるどが……(｢その先たい」と呼ぶ者あり)

先の話を聞きよるとたい。 

 

○栁田学校人事課長 講習を受けててそうい

う手続が完了してなかった人は、４月１日に

なって、今度は新免許――旧免許は失効して

いますので、新しい免許を県に申請すれば、

講習を受けていますので、こちらが許可する

と、新免許として許可するということになっ

ています。 

 

○村上寅美委員 なら、これは新規ね。 

 

○栁田学校人事課長 新しい免許です。 

 

○村上寅美委員 なら、ここは失効は……。

業績、過去の実績は……。 

 

○栁田学校人事課長 実績といいますか、免

許としては旧……(発言する者あり)県立の先

生で、ことし６人そういうふうに手続ができ

なかった方がいらっしゃいますけれども、そ

の人たちは３月31日で免許が失効しましたの

で、県をやめました。新しい免許を、教えた

いということで……。 

 

○村上寅美委員 そういう人たちが復帰する

にはどうすりゃいいかと。 

 

○栁田学校人事課長 復帰するためには、ま

ず、先ほど言いました新免許の手続をとって

もらいます。そうすると、新免許の効力がそ

れで回復されます。ただし、県に入るために

は、県の採用試験を受けていただかないと、

さらに採用されません。 

 

○村上寅美委員 採用試験で通らんかもしれ

ぬたい。(発言する者あり) 

 鎌田委員が言われたように、若干名でしょ

うが、全体からすれば。だから、勘違いたい

ね。やめる人は別にして、勘違いという人

は、やっぱりおれは世の中一回は救済があっ

てもいいと思うとたい。どういう救済のシス

テムにするかというのは、おれの頭じゃわか

らんばってん、その辺を教育長、やっぱりそ

うしないとね、過失か故意かというような形

で、過失の場合はたい、人間だれしもやっぱ

り勘違いというのはあるでしょうが。(発言

する者あり)わかるとが普通たい。普通ばっ

てん、一回は、免許証だって１カ月は――１

カ月切れたらどがんならんばってん、今受け

ようとしたっちゃ通らぬもん、おどま。 

 

○藤川隆夫委員長 今の件に関して、整理し

てきちっとわかりやすくもう一回説明してく

ださい。教育長が一番わかるごたるけん、教

育長。 

 

○山本教育長 要するに、今回免許更新をし

なかった人は３月31日でもう教員でなくなっ

たと。だから、県庁をやめたと。教員をやめ

た。で、新しくまたそれでも教員をしたかっ

たら、新免許を新しく取ってもらって、その

上で採用試験を受けてください。採用試験で

通ったら、また一からやり直しです。 

 だから、先ほど初任給の話が出ましたけれ

ども、今まで教員として勤めとった間の経験

年数がありますから、その経験を換算して、

全くの最初から初任で入る先生に比べたらそ

の間の経験年数がございますから、それを給
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与に換算して、その初任給に乗せた初任給決

定をするけれども、その人がそのままおった

ときの給料と比べると、恐らくまず下がりま

す。そういう状況です。 

 

○松田三郎委員 熊本県は教員の年齢制限は

何歳までですか、受験資格は。 

 

○栁田学校人事課長 39歳です。(発言する

者あり) 

 

○栁田学校人事課長 今回の６人失効した方

は、今年度特別に年齢に関係なく特別選考と

いう採用試験を実施いたしました。 

 

○村上寅美委員 失効してゼロだから、新規

というから、前の退職金は払うとか払わぬと

かていう問題も出てくるから。 

 

○栁田学校人事課長 退職金は払いました。

一たん払いました。 

 

○村上寅美委員 払うわけね。 

 

○早川英明委員 今受けられたとおっしゃい

ましたけれども、その中で何人通られました

か。 

 

○栁田学校人事課長 ６名受けられまして、

６名とも基準点を満たしましたので、合格通

知を出しました。 

 

○松田三郎委員 済みません、もう最後でよ

か。 

 それは熊本県だけの救済措置なんですか。

法律上何かあるんですか、それ。 

 

○栁田学校人事課長 熊本県だけの救済措置

です。 

 

○城下広作委員 関連で。 

 その６名の方は、１次試験も合格して２次

の面接も通ったということですか。 

 

○栁田学校人事課長 １次試験は免除で２次

試験からです。 

 

○城下広作委員 大体先生は、子供に忘れる

な忘れるなと教える人が自分が手続を忘れた

というのは、これはちょっと話にならぬとい

う話で、一回ぐらいの話じゃなくて何回もそ

うして勧告じゃないけれども途中途中で話を

しといて、そして忘れたというのは、それは

いかがなものかなと。救済は大事ですよ。救

済は大事だけど、これがまた例えば来年も同

じようなことがあって、また何人か出ました

というと、こういう例外もあって、それを忘

れるというのは、教育者として、本当に人に

教える立場として、それはちょっと信頼を失

墜するんじゃないかと心配もあります。この

辺の感覚はどうですかね。ちょっと確認した

い。 

 

○村上寅美委員 関連だけどね、本人に教育

委員会を通じてとか振興局を通じて間接的に

言うのと、本人に対して言ってせぬとなら、

今先生が言われるように――本人まで届いと

って手続をしなかったということじゃないん

だろう。どうなの、その辺は。 

 

○藤川隆夫委員長 今の点を具体的に言って

ください。実際は直接本人に言ってるんでし

ょう。言ってるけど、それをほかしてしまっ

とって見てないからの話でしょう。 

 

○栁田学校人事課長 基本的には、本人に直

接校長から説明をするようにしています。 

 

○山本教育長 今回は１発目ということもあ

りましたし、これは全国的に１次の発表では

 - 45 -



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月24日) 

えらく熊本県が多かったように出ておりまし

たけれども、実はあの後、第２弾、第３弾が

ありまして、よその県は熊本県よりももっと

多いところがいっぱいございました。 

 それで、今回第１回目ということで、実は

先ほどの城下先生のお話からすると何の反論

もできないわけですけれども、その先生をそ

れぞれ見ると、結構優秀な先生が――こうい

う人をそのまま首にして、もう後は知らんよ

という話じゃ余りにも――今までずっと経験

も積み重ねて、学校の管理職、子供の評価も

いいという先生が結構いらっしゃったもので

すから、それをそのままぽいするのは、やっ

ぱり学校教育としては非常にもったいないと

いうこともあって、そういった幾つかの理由

を重ねて、今年度はちょっと特別試験をやっ

ています。そして、あと来年度に向けてそう

いったことがないように、先ほど人事課長が

申し上げましたように、また再度いろんな本

人への周知の仕方をまたさらに徹底しよう

と。 

 ただ、原則は、これはそこまでのオブリゲ

ーションを教育委員会として負うているわけ

じゃないので、それは先生の責任においてや

るべき制度なんです。しかし、そこは、とは

いえそうもいかないから、教育委員会として

は、そこを一生懸命やっているという、そう

いうことでございます。 

 

○鎌田聡委員 今年度特別にやった試験は、

これはもう今年度限りということでよかつで

すか。どうなんですか。ずっと制度として残

すんですか。 

 

○山本教育長 私の気持ちとしては、今年度

限りにしたいと今のところ思っております。

それは、こういうのを毎年やったら、もう免

許更新の意味ないですからね。ただ、初年度

ということと、実際ふたをあけたら本当にい

い先生だったものですから、ちょっともった

いないなという素直な気持ち……。 

 

○村上寅美委員 いい先生、悪い先生は、基

準には関係ないよ。 

 

○山本教育長 ただ、初年度ということもあ

って、やっぱりそこはちょっと徹底してない

部分ももしかしたらあったのかなというのも

ありまして、そういうことでやりました。 

 

○藤川隆夫委員長 この免許更新に関して

は、これで一応打ち切りたいと思います。 

 ほかの質問はありませんか。 

 

○髙木健次委員 後藤施設課長にお尋ねしま

すが、附属資料の５ページですね。 

 22年度の繰越事業調べ、ここに各学校のい

ろいろな整備改修とか事業の繰越理由が「工

法の選択に当たり不測の日数を要したため」

と全部この理由がこれになっていますよね。

大きい工事事業は、当然これは繰り越しは仕

方ないのかなという感じもしますが、工法の

選択は、どの事業、建設関係にも同じ工法で

やるのか。この辺の選択というのは、ちょっ

とこれではわかりにくいというふうに思いま

すので、もうちょっと説明を。 

 

○後藤施設課長 まず、２月の国の経済対策

がございますけれども、これにつきまして

は、もう設計から工事までは無理だというこ

とで、まず、そういうものを２月に予算がつ

いたものについては全額繰り越させていただ

きました。 

 それから、そのほかのものにつきまして

は、普通、基本構想、設計、そして工事とあ

りますけれども、いろいろ内容がございます

けれども、一つ一つの耐震事業が、非常に耐

震については設計を評価機関で見てもらうも

のですから、それに時間がかかったというこ

とと、もう１点、実際工事に入る前に、学校
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によっては、その時期に入れない。例えば特

別支援学校でしたら、夏休みとか冬休みの子

供がいないときにしてくれとか、そういうと

ころ、それから受験の関係で翌年の夏休みに

してくれとか、そういうのがございますもの

ですから、それぞれを調整していっておくれ

てきたということでございます。なるべく繰

越事業は少なくしたいと思っておりますけれ

ども、やむを得ずこういうものが出てきたと

いうことでございます。 

 

○髙木健次委員 今言われたように、経済対

策分とか、これは仕方ないと思うんですよ

ね。時間が余りなかったと。ただ、やっぱり

事業ですから、今言われたように単年度で仕

上げるのがやっぱり計画から完成までの一つ

のプロセスでしょうから、全部が全部工法の

選択に当たりという理由は当てはまらないと

いう感じがしますので、この辺はもうちょっ

と説明理由を何か少し変えておかないと、や

っぱり見た感じで、工法の選択にこんなに時

間がかかるのかとか、またいろいろな事業が

ありますから。でも、工法の選択というの

は、事業を計画してから、そのときに大体あ

る程度のことは決めとるとじゃなかつです

か。 

 

○後藤施設課長 大きいものといいますか、

建てかえなんかは、やはり基本構想から始ま

ったりしますと、１年目基本構想、２年目に

設計、そして３年目、４年目に工事とかいう

のがございますので、やっぱり非常にかかる

ものがあると。 

 今回、市町村を含めて耐震改修が非常に多

うございますので、それで設計会社が手いっ

ぱいであったり、検査確認機関に耐震の設計

が大丈夫かというのを見てもらう時期があり

ますので、そういうものも含めてちょっとお

くれたというのが現状でございます。 

 

○髙木健次委員 大体わかりましたけれど

も、やっぱり学校は子供たちの授業環境が非

常に間接にリンクしていますから、この辺は

しっかりまたいろいろ検討されてやっていた

だきたいというふうに思います。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 幾つかありますので、もう続

けて聞きますので……。 

 

○藤川隆夫委員長 簡潔に聞いてください。 

 

○松岡徹委員 まず、10ページの高校再編問

題で、前期、中期までやってきたわけだけ

ど、その効果とか、あるいはなくなったとこ

ろの問題点とかデメリットとか、そういうの

はなかなかまだ出ないと思うわけですよね。 

 それで、後期は、もう少しそういうのも見

据えた上で後期に臨むというのがいいんじゃ

ないかという、私はそういう見方をしている

んですが、その辺の高校再編の状況ですね。 

 それから、２つ目に、24、25ページの義務

教育関係で、さっきもちょっと出た教員のメ

ンタルヘルス問題で、08年の文部科学省の委

託調査によると、うつ病になる率が一般企業

の2.5倍と、教員の場合ですね。その原因と

して、仕事の量、多忙さというのが一般企業

は32.3％で教員は60.8％と、こういうデータ

が出ているわけですけれども、それでさっき

からいろいろと出とったけれども、私は少し

角度を変えて、教員の定数の問題とか、ある

いは学校現場での学校の先生の実際上の負担

を減らすための改善とか、そういった点では

どういうふうに考えていらっしゃるのかな

と。 

 ３番目に、30ページの人権同和教育関係で

すけれども、22年度のいわゆる部落解放同盟

や同和会の大会とか研究会などに教育庁関係

で何名行ったかと。それから、一番新しい高

校進学率は何パーセントで押さえていらっし
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ゃるかと。それから、いわゆる同和対象地区

での地域学習会はどのくらい今やられている

のかなと。 

 ４番目に、46ページの施設課に伺いますけ

れども、高等学校の教室と体育館の耐震化で

すね。小中のはかなり出ておりますが、今ど

こまで来ているのかなと。 

 最後に、義務教育課になりますが、21年度

に文科省と資源エネルギー庁がつくった副読

本の「わくわく原子力ランド」これは小学

校、中学生の「チャレンジ！原子力ワール

ド」という、これは熊本県内の学校で副読本

として使っているところがあるのかなと。 

 以上、今続けて答えてもらって、わかれば

……。 

 

○藤川隆夫委員長 今５つありまして、最初

が高校再編の件で、２番と５番が義務教育関

係だと思いますので、義務教育関係は、その

２番と５番をあわせて説明いただければと思

います。３番目が人権同和の関係ですかね。

あとは耐震の話ですかね。そういうようなも

のがあったと思いますので、順次お願いいた

します。 

 

○山本政策監 １点目の高校再編についてお

答えしたいと思います。 

 これまで、高校再編の基本計画に基づきま

して、前期を終わりまして、今中期を進めて

いるという段階でございます。 

 効果につきましては、先ほど委員の方から

もございましたけれども、まだ途中段階とい

うところでございますけれども、前期の再編

校が今ちょうど２年生に上がった段階という

ところでございますけれども、効果としまし

ては、やはり規模が大きくなっておりますの

で、開設できる科目が以前の小規模の学校に

比べますとふえております。いろんなこれま

で選択できなかった、例えば物理の科目です

とか、そういうできなかったところが選択で

きるようになっているとか、あるいは大規模

になっておりますので、部活動もこれまでな

かったような部活動もできるとか、そういっ

た効果も上がってきているということで考え

ております。最終的には、やはりもうしばら

くきちんと見ていく必要はあるだろうという

ふうに思っております。 

 それから、後期の再編の計画については、

前期の成果なども見た上で進めてはどうかと

いう御趣旨かと思いますけれども、現状、高

校再編の基本計画につきましては、25年から

27年度が後期の計画ということになっており

ますけれども、少子化の進捗状況というのは

計画に載っておりますシミュレーションのと

おり進んでいるか、あるいはさらに少子化が

進んでいるというところでございまして、非

常に小規模化が進んでおりますので、前期の

効果を待ってやっていくとかいうことになり

ますと、いよいよ子供たちの教育環境が悪化

していくという状況かと思います。そういう

ことで予定どおり進めていく必要があるので

はないかということで考えております。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 じゃあ続けて行きます。 

 田中教育政策課長。 

 

○田中教育政策課長 今負担感の関係でお尋

ねがありましたけれども、教職員の負担感に

つきましては、一昨年アンケートを実施しま

して、これはすべての県下の全公立学校職員

１万6,000名ほどにアンケートいたしまし

て、どのような実態にあるのかというところ

のアンケートをしっかりいたしました。 

 そして、その中からいろんな課題が出てき

ましたので、それに基づきまして、校務の情

報化でございますとか、それからあと学校現

場に発出する文書につきまして、余りにも多

いとか、期限が早いとか、そのようなことも

ございますので、そのような改善をいたしま
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した。 

 それから、あわせて部活動の関係なんかも

ございましたので、部活動に関する指針なん

かも取り組んだところでございます。 

 あわせて、現在も、各学校に特命のプロジ

ェクト、負担感軽減のための特命プロジェク

トのメンバーが直接出向きまして、市町村の

教育委員会、もしくは市町村の学校、もしく

は教育事務所の方に行きまして、またその後

の意見交換等をさせていただきましたので、

負担感軽減に向けての取り組みをまたさらに

続けているところでございます。 

 以上です。 

 

○川上人権同和教育課長 人権同和教育課で

ございます。 

 まず、先生お尋ねの１点目ですが、部落解

放同盟と全日本同和会の出席者について、現

在、手元にその出席者総数についてはここに

持ってきておりませんので、また後で委員長

の許可を受けまして御報告申し上げたいとい

うふうに考えております。 

 それから、集会場訪問についてのお尋ねで

すけれども、集会場訪問につきましては、例

年２回ほど集会場訪問に行っております。今

年度は、荒尾、それからあと菊陽の方に予定

しているところです。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 ちょっと今聞いたのと答えが

違う。高校進学率の直近のデータがあります

かと。それから、いわゆる同和対象地区での

地域学習会ね。そういうのは、今県内何カ所

でやられているかと。地域学習会、いわゆる

同和地区で毎回やりよったでしょう。それが

今どのくらい残っているかなということで

す。 

 

○川上人権同和教育課長 そのデータにつき

ましても、今ちょっと手元にありませんが、

後でまた御報告いたしたいと思います。 

 それから、高校進学率につきましては、例

年２ないし３ポイント、いわゆる地区の生徒

さんの方が低いという現状が出ております。 

 

○藤川隆夫委員長 何パーセントかというの

までは……。 

 

○川上人権同和教育課長 宙には、ここには

今持ってきておりませんが……。 

 

○松岡徹委員 今の件で、以前僕が一般質問

でやったとき、地区内が1.3％高かったとき

があるのよ、一般よりも。で、今どうなって

いるのかなというのをちょっと知りたかった

もんだからね。 

 

○川上人権同和教育課長 詳細なデータは後

で持ってまいりたいと思います。委員長、済

みません。 

 

○藤川隆夫委員長 わかりました。そういう

形で提出してください。 

 高校の耐震の件の話が出とったと思います

けれども、後藤施設課長。 

 

○後藤施設課長 耐震化率でございますけれ

ども、高等学校で81.7％、それから特別支援

学校で94％、合計で全体なべて83.1％が、現

在の耐震化の県立……。 

 

○松岡徹委員 特別支援が何パーセントだっ

た。 

 

○後藤施設課長 94％でございます。合わせ

て83.1％が現状でございます。ただし、これ

には、温室とか、畜舎とか、それから渡り廊

下等も含んでおりまして、大きな校舎とか体

育館については、ほぼ今建てかえる予定のも

のを除いて大体終わっている状況でございま

 - 49 -



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月24日) 

す。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 もう１点、義務教育課

長。 

 

○谷口義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 エネルギー関係の副読本、小学生向けの

「わくわく原子力ランド」、それと中学生向

けの副読本「チャレンジ！原子力ワールド」

につきましては、全国で３万部が配布されて

いるというふうに聞いておりますが、本県の

各市町村、各学校にも１部ずつ直接配布され

ているというふうに聞いております。ただ、

すべての小中学校を調査したわけではござい

ませんけれども、この副読本を使った例とい

いますか、授業で使った例ということについ

ては、確認はできておりません。 

 

○松岡徹委員 確認できてないということだ

けど、これはぼくも詳細にチェックしてみた

んだけど、やっぱり今の福島原発以後の現状

からすると、原発というのは幾重にも安全対

策がとられていて事故は起きません、地震対

策も万全ですとかになっているわけね。です

から、これはやっぱりきちっと配られている

けれども、使わないと。新しいのをまた文科

省もつくっているし、それ自体の評価はいろ

いろありますが、これはもうきちっとけじめ

をつけるというふうにした方がいいんじゃな

いかと思いますので、どうでしょうか。 

 

○谷口義務教育課長 今御指摘のとおりです

ね。中身が現状とそぐわない部分がございま

すので、文科省の方でも改訂作業をやってい

るというふうに聞いておりますので、その方

向で指導していきたいというふうに思ってお

ります。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

 

○岩下栄一委員 社会教育課ですけれども、

図書館費、繰越額、不用額出ておりまして、

経費削減に努められたというあれはわかりま

すが、今、子供の読書推進とか、あるいは高

齢者の知的探究心とか、いろいろ社会的ニー

ズがあります。 

 そういう中で、私もよく県立図書館を利用

するんですけれども、自分の調べたいことと

か読みたい本がほとんどありません。昨年の

何といいますかね、昨年の図書購入状況とい

うかな、それから昨年あるいは過去の購入状

況について。 

 それからもう１点は、情報プラザのライブ

ラリーは県ですか。情報プラザのＰＲとか案

外と知られていない。私はよく利用していま

すけれども、その点について。 

 

○石川社会教育課長 お尋ねの県立図書館の

蔵書あるいは毎年度の図書の購入状況という

御質問かと思いますけれども、済みません、

今ちょっと手元に持ち合わせたデータがござ

いませんので、後ほど御説明させていただけ

ればと思っております。 

 

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。 

 

○岩下栄一委員 経費削減もいいけど、やは

り県民の知的探究心とか社会教育の一つの至

上命題に即して十分図書も購入し、なおかつ

充実を図ってもらいたいと、こういうことで

ございます。 

 

○石川社会教育課長 先ほどのまず図書の蔵

書の方のデータですけれども、済みません、

ありましたので、先に一度御説明させていた

だきます。 

 県立図書館として、今蔵書としましては90

万8,546点ございます。昨年度の利用状況と
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しましては、入館者数で33万2,851人という

来館がありまして、県立図書館の利用状況と

いたしましては、近年は少しずつですけれど

も利用者というのはふえております。 

 特に、３年ぐらい前と比べますと５万人ほ

どふえておりまして、入館者が伸びている理

由としましては、図書館の中に学習室を設け

るようなことをしまして、子供たちが自習を

したりするついでにまた本を借りてもらうよ

うな取り組みをしたり、サービス向上として

貸し出し期間の延長とか貸し出し冊数の変更

などを行って、できるだけ利用がしやすいよ

うにということは努めているところでござい

ますけれども、先生の御指摘のとおり、より

利便性の向上というのは努めたいと思ってお

ります。 

 

○岩下栄一委員 よろしくお願いします。 

 

○松永教育次長 先ほどの情報プラザという

のは、本館１階の情報プラザ……。 

 

○岩下栄一委員 パレアホールのところ。 

 

○松永教育次長 あちらの情報プラザです

と、パレア自体はその部分は教育委員会の所

管ではございませんので、残念ながらこちら

の方ではわかりません。 

 

○岩下栄一委員 はい、結構です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

 

○石川社会教育課長 申しわけございませ

ん。パレアの上の情報プラザに関してですけ

れども、あちらの方ですが、生涯学習推進セ

ンターの方である程度管理しているところで

ございます。ただ、これは私、今本当に利用

者の状況とかちょっと持っていないところで

すので、生涯学習推進センターの方に問い合

わせた上で、後日御説明させていただければ

と思います。済みません。 

 

○藤川隆夫委員長 じゃあ、そういうこと

で。 

 

○鎌田聡委員 済みません。附属資料の８ペ

ージの育英資金ですね。育英資金の状況はわ

かりました。未収金の額はちょっとふえてい

るが、実質的な未収金は減っているというよ

うな説明がございましたが、少し気になるの

が、８ページの３の22年度の収入未済額の状

況の未収金の種類で、私は生活困窮の方が多

いのかなと思ったら非協力的の方がかなり件

数的には多いんですね。これは近年の傾向な

のか。もともと生活困窮者が返せないで困っ

ていたのかなと思うんですけれども、非協力

的が倍以上は協力していないという人が多い

ということですが、これは大体こういう傾向

なんですか。最近の傾向で非協力的が上がっ

てきているんですか。 

 

○瀬口高校教育課長 ここに上げております

生活困窮者につきましては、生活保護受給対

象の者でございます。あと、非協力的という

ところの数につきましては、これまでの再三

の催告、督促について全く反応がなかった

り、また、こちらの請求に対して約束はする

けれども実態が伴わなかったりというような

ところで、なかなか前へ進まないというよう

な状況でございまして、今後法的措置を見据

えて完納していただく、分納していただくよ

うな努力をしていただきたいというような方

々でございます。 

 昨年度、ここの数が177でございました。

それを今42名ほどに絞っておるわけですが、

昨年度法的措置がゼロでございましたので、

この法的措置ゼロが178名に対し22年度取り

組んだということで、非協力的の中の42名の

方々については、今後、先ほど申しましたよ
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うに法的措置も見据えた形で取り組みを進め

ていくというようなことでございます。 

 

○鎌田聡委員 実質的な額は減ったと言いつ

つも、かなり現年度分でも前倒しの部分で減

ったように見えるんだと思いますけれども、

額的には私はふえてきているというふうに理

解していますので、ぜひ、いろいろな対策を

やられていると思いますけれども、しっかり

と引き続き頑張っていただくように要望して

おきます。 

 

○早川英明委員 教えてください。 

 社会教育と生涯学習というのは、定義はど

がん違うとですか。 

 

○石川社会教育課長 お答えいたします。 

 まず、生涯学習というものは、学習という

ことで定義は大変広うございます。学校教育

も入りますし、成人になってから自分でいろ

んなセミナーに参加するとか、広い意味で

は、企業の研修であるとか、学校の教員の皆

さんの研修とかも含め、生涯にわたって学習

する機会すべてを生涯学習という概念として

は入ります。 

 社会教育といいますのは、やはり概念とし

ましては、学校教育に対する社会教育という

ふうにとらえていただければ一番単純ではな

いかなと思いますけれども、学校外で受ける

教育というものが社会教育ということになっ

てきます。 

 

○早川英明委員 その意味は大体わかるわけ

ですよ。でも、一般的にいろんな行事をなさ

れているテーマあたりが、やっぱりそこが相

通じるところでそれぞれのテーマが決まって

いきよるわけですね。だから、はっきりした

あれがピシャッとあるのかなと私は思って、

そこはわかるわけですよ。(｢わかるたい」と

呼ぶ者あり)わかりました、わかりました。

もういいです。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか

ね。 

  (｢はい」と呼ぶ者あり） 

○藤川隆夫委員長 ほかになければ、これで

教育委員会の審査を終了いたします。 

 次に、次回は第５回委員会となりますが、

10月31日月曜日午前10時に開会し、農林水産

部と出納局、各種委員会等、警察本部の審査

を行うこととしておりますので、御協力をよ

ろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これをもちまして、第４回決算

特別委員会を閉会いたします。 

 御苦労さまでございました。 

  午後３時０分閉会 
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